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３３．．  障障害害者者のの人人権権ととくくららししをを守守るる                                        

障害福祉事業所と利用者に対する新型コロナウイルス感染防止対策の徹底等をおこ

なってください。 

 １． 就労系事業所のみならず、生活介護、地域活動支援センターなどが行う在宅支援に

ついても、報酬の柔軟な運用が出来るようにしてください。また、自宅にいる人に対

して、行政としても支援の体制をとってください。 

 

 ２． アルコール消毒、マスクなど衛生用品を事業所に配布してください。安定供給にす

るための手立てを取ってください。 

 

 ３． 利用者・職員に感染者が出た場合や疑いが出た場合には、ＰＣＲ検査を徹底し、自

宅での経過観察ではなく、入院できる体制を確保してください。事業所と連携、協議

しながら、広い場所の確保や人的な支援など可能限りの援助体制を行ってください。 

 

 ４． 医療体制の不備から、感染の恐怖から退職するケースがあります。それでなくても

職員不足は、常態化しています。行政としても市町村内事業所へ求人についての情報

共有を行い、有効な手立てをとってください。 

 

４４．．  感感染染かからら子子どどももたたちちをを守守りり、、保保育育事事業業をを継継続続すするるたためめにに                                            

新型コロナウイルス感染症拡大に対し、困難な中で保育を続けている保育所、学童保

育等への支援を本格的に強化してください。 
１． 現時点でも、保育所、学童保育等では、マスク・消毒薬などが不足しているので、

現物を迅速に提供するなどの措置を即時実施してください。 

 

２. 保育所・学童保育等関係者の PCR 検査等を速やかに実施するほか、保健所などの行

政の公衆衛生部門において保育所等の相談に即応し、支援する体制をつくってくださ

い。 

 

３． 保育所等によっては、土曜日保育や子育て支援にかかわる諸補助事業が実施できな

くなったり、規模縮小を迫られたりしている場合があるが、そうした場合にも、公定価

格や補助金を減額しないでください。 

 

５５．．  住住民民のの最最低低生生活活をを保保障障すするるたためめにに                                              

１． 新型コロナウイルス感染拡大による失業や収入の減少などにより、生計の困難を抱

える方が数多く生まれています。生活保護制度の周知などを積極的に取り組むとともに、

迅速な申請対応や制度活用を可能とする相談体制を強めてください。 

 

２． 宿泊場所を失うケースが出てきています。緊急の宿泊施設を県や周辺自治体と協力

して確保してください。また、感染リスクが高い劣悪な住環境である「貧困ビジネス」

と称されるような事業者の施設に押し込めるような対応は行わないでください。 

以上 

 

 

 
主催：埼玉県社会保障推進協議会 

さいたま市浦和区岸町７－１２－８自治労連会館内 

TEL048-865-0473 FAX048-865-0483 

 

２２００２２００年年  

自自治治体体要要請請  

キキャャララババンン  

資資料料集集 
自治体要請キャラバンに関する事前アンケート、要望書が収録さ

れています。 

 



2020年度自治体要請キャラバン行動資料集の発行にあたって ・・・Ｐ１

2020年度自治体要請キャラバン｢懇談｣の中止についてのお詫びとお願い・・・Ｐ２

予定していたコース表     ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３

市町村アンケートの結果　　 　　・・・・・・・・・・・Ｐ　４ ～ Ｐ４７

注釈一覧　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ４６～ Ｐ４８

市町村アンケートの設問　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ４９～ Ｐ５８

市町村への年次要望書　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ５９～ Ｐ６７

新型コロナウイルス感染症に係わる特別要望書　・・・・・・・・・・・Ｐ６８ ～ Ｐ７０

資資  料料  集集  目目  次次



－ 1－

22002200 年年度度自自治治体体要要請請キキャャララババンン行行動動  

資資料料集集のの発発行行ににああたたっってて  

 

 2020 年度の自治体要請キャラバン行動は、新型コロナウイルス感染症の拡大による

影響から、感染防止を考慮して懇談の日程は中止しました。自治体要請キャラバン行動

は 1994 年から取り組み、今年で 27 回目となる予定でしたので、大変残念でなりませ

ん。 

 しかし、コロナの感染が広がるなかでしたが県内 63 の市町村からはアンケートにご

協力を頂くことができました。たいへん感謝申し上げます。 

 また、懇談の中止は 5 月 14 日に決定しましたが、この時点ではすでに会場が決定し

ており、自治体側としては懇談を実施する方向で準備していただいておりました。コロ

ナ感染の拡大にも関わらず、自治体要請キャラバン行動の成功のために、ご協力を頂い

ておりますことに、心より感謝申し上げます。 

 

 さて、2020 年度の自治体要請キャラバン行動では、訪問と懇談は中止とさせていた

だきましたが、従来どおり「年次要望書」を提出させていただきました。そして「新型

コロナウイルス感染症に係わる特別要望書」を別途作成し提出させていただきました。 

 

 この資料集には、アンケート結果とともに、「年次要望書」と「特別要望書」を掲載

しています。各団体、地域社保協での学習や運動等にご活用いただければ幸いです。 

 

 なお、この資料集のほかに、「2019年度の要望書に対する市町村からの回答の特徴と

課題」と「2020 年度の自治体要請キャラバンアンケートの結果と特徴」を冊子にまとめ

ましたので、こちらもこの資料集とともにぜひご活用いただければと思います。 

 

 最後に、自治体の皆様にはコロナ感染が広がる中で、アンケートなどの要望にご協力

をいただき改めて感謝申し上げます。コロナ感染の終息をめざして引き続きご奮闘をよ

ろしくお願いします。 
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2020年 5月 14日 

市町村長 様 

埼玉県社会保障推進協議会 

会長 柴田 泰彦 

 22002200 年年度度自自治治体体要要請請キキャャララババンン  

「「懇懇談談」」のの中中止止ににつついいててののおお詫詫びびととおお願願いい  

 

住民の生活のため、日頃のご尽力に心から感謝を申し上げます。毎年、自治

体要請キャラバンでは丁寧な対応をいただきまして、御礼申し上げます。 

 

新型コロナウィルス感染症の拡大が続き埼玉県においては「緊急事態宣言」

の継続されている状況です。貴自治体におかれましては感染防止等の対応に追

われている状況かと思います。連日のご奮闘に敬意を表するものです。 

 

こうした感染拡大が続く事から、「自治体要請キャラバン行動」として貴自治

体を訪問し懇談させていただく事に関しては、今回は中止させていただく事と

しました。ご理解とご了承いただけますようお願いします。 

 

例年の参加者には高齢者も多く参加しておりますので、感染リスクを避ける

必要があります。行政の皆様には、この間ご準備をいただき誠に申し訳ないこ

とではありますが、緊急事態宣言が続く状況では、私たちが県内各市町村を訪

問する行動は避ける必要があると判断しました。 

何卒ご理解をいただけますようお願いいたします。 

 

 

なお、「自治体要請キャラバン行動 要望書」については、例年どおり作成の

準備を行っています。6月初めにはお送りさせていただきますので、7月末まで

に文書でご回答をいただきたいと考えております。 

 

 

 今後ともよろしくお願いします。 

 

【連絡担当】 埼玉県社会保障推進協議会 事務局長 川嶋芳男 

さいたま市浦和区岸町 7-12-8自治労連会館内 

電 話 048-865-0473   F A X 048-865-0483 
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1 蓮田市 さいたま市

2  川越市 川島町

3 松伏町 吉川市

4 幸手市

5  越谷市

6  春日部市

7 富士見市 ふじみ野市

8 深谷市

9 桶川市 北本市

10 長瀞町  皆野町

11 毛呂山町  越生町

12  滑川町  嵐山町

13 加須市 鴻巣市

14  白岡市 宮代町

15  八潮市

16 日高市  飯能市

17 上里町 神川町

18 吉見町 東松山市

19 坂戸市  鶴ヶ島市

20 久喜市 杉戸町

21 草加市

22  寄居町 横瀬町

23  志木市 新座市

24 本庄市  美里町

25 小川町  東秩父村

26 入間市 狭山市

27 上尾市 伊奈町

28 行田市 羽生市

29 秩父市  小鹿野町

30 三郷市

31 朝霞市 和光市

32  三芳町

33 鳩山町 ときがわ町

34 蕨　市  戸田市

35 熊谷市

36 川口市

37 所沢市

　     

予定していたコース日程表

金

火

水

金

懇談時間
コ
ー
ス

①１０時～
１１時３０分

②１４時～
１５時３０分

7月2日 木

7月3日

6月30日

7月8日 水

火

 日　程 曜

木

7月1日 水

6月23日

6月24日

6月25日

6月26日
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38,437
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訂正未入力
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訂正未入力
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訂正未入力
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訂正未入力
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カ
所
数

定
員

18 1 さいたま市 さいたま さいたま市福祉事務所さいたま市保健所 33,497 12,776 8,023 9 430
4 2 朝霞市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 3,059 1,070 717 1 40

5 3 志木市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 1,898 639 450 0 0
6 4 和光市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 1,522 588 428 1 50
7 5 新座市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 4,303 1,743 1,025 0 0
8 6 富士見市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 2,782 768 702 15 250
9 7 ふじみ野市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 2,774 744 680 0 0

10 8 三芳町 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 1,057 284 233 2 90
13 9 越谷市 東部 東部中央福祉事務所 越谷市保健所 9,305 2,969 2,270 3 153
11 10 春日部市 東部 東部中央福祉事務所 春日部保健所 7,238 2,242 1,809 0 0
17 11 松伏町 東部 東部中央福祉事務所 春日部保健所 855 238 251 0 0
12 12 草加市 東部 東部中央福祉事務所 草加保健所 6,251 1,898 1,669 1 50
14 13 八潮市 東部 東部中央福祉事務所 草加保健所 2,374 658 548 0 0
15 14 三郷市 東部 東部中央福祉事務所 草加保健所 4,082 1,201 965 0 0
16 15 吉川市 東部 東部中央福祉事務所 草加保健所 1,727 567 505 4 175
1 16 川口市 南部 東部中央福祉事務所 川口保健所 17,702 4,580 3,931 3 135
2 17 蕨市 南部 東部中央福祉事務所 川口保健所 1,900 387 569 0 0
3 18 戸田市 南部 東部中央福祉事務所 川口保健所 2,747 863 769 0 0

19 19 鴻巣市 県央 東部中央福祉事務所 鴻巣保健所 3,423 996 794 1 50
20 20 上尾市 県央 東部中央福祉事務所 鴻巣保健所 6,069 2,012 1,710 2 170
21 21 桶川市 県央 東部中央福祉事務所 鴻巣保健所 2,392 656 575 1 40
22 22 北本市 県央 東部中央福祉事務所 鴻巣保健所 2,020 514 441 0
23 23 伊奈町 県央 東部中央福祉事務所 鴻巣保健所 1,099 279 337 0
24 24 川越市 川越比企 西部福祉事務所 川越市保健所 9,919 2,977 2,654 6 678
25 25 東松山市 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 2,619 755 729 3 294
30 26 滑川町 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 492 114 128 2 108
31 27 嵐山町 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 549 145 163 2 135
32 28 小川町 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 1,121 250 290 - -
33 29 川島町 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 805 146 157 0
34 30 吉見町 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 697 122 171 2 130
36 31 ときがわ町 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 438 74 120 0
37 32 東秩父村 川越比企 西部福祉事務所 東松山保健所 142 30 20 0 0
26 33 坂戸市 川越比企 西部福祉事務所 坂戸保健所 2,638 690 660 1 50
27 34 鶴ヶ島市 川越比企 西部福祉事務所 坂戸保健所 1,751 579 446 0 0
28 35 毛呂山町 川越比企 西部福祉事務所 坂戸保健所 1,121 367 337 7 585
29 36 越生町 川越比企 西部福祉事務所 坂戸保健所 380 85 85 0 0
35 37 鳩山町 川越比企 西部福祉事務所 坂戸保健所 475 108 89 2 107
38 38 所沢市 西部 西部福祉事務所 狭山保健所 8,497 3,392 2,214 3 168
39 39 飯能市　 西部 西部福祉事務所 狭山保健所 2,349 632 512 1 50
40 40 狭山市 西部 西部福祉事務所 狭山保健所 4,469 1,435 1,013 3 147
41 41 入間市 西部 西部福祉事務所 狭山保健所 4,107 1,577 1,031 2 108
42 42 日高市 西部 西部福祉事務所 狭山保健所 1,690 449 410 14 169
43 43 行田市 利根 東部中央福祉事務所 加須保健所 2,630 632 643 2 90
44 44 加須市 利根 東部中央福祉事務所 加須保健所 3,326 879 900 1 40
45 45 羽生市 利根 東部中央福祉事務所 加須保健所 1,663 416 512 8 510
46 46 久喜市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 4,359 1,349 1,146 1 54
47 47 蓮田市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 1,795 571 423 1 30
48 48 幸手市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 1,927 431 475 1 50
50 49 白岡市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 1,248 344 295 1 60
49 50 宮代町 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 989 281 259 0 －
51 51 杉戸町 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 1,430 369 371 1 50
52 52 熊谷市 北部 北部福祉事務所 熊谷保健所 6,078 1,493 1,506 7 815
54 53 深谷市 北部 北部福祉事務所 熊谷保健所 4,442 1,037 1,240 83 1,749
58 54 寄居町 北部 北部福祉事務所 熊谷保健所 1,121 290 350 1 50
53 55 本庄市 北部 北部福祉事務所 本庄保健所 2,729 527 667 3 112
55 56 美里町 北部 北部福祉事務所 本庄保健所 387 80 116 3 205
56 57 神川町　 北部 北部福祉事務所 本庄保健所 520 90 111 2 80
57 58 上里町 北部 北部福祉事務所 本庄保健所 949 192 243 1 50
59 59 秩父市 秩父 秩父福祉事務所 秩父保健所 2,258 421 584 1 30
60 60 横瀬町 秩父 秩父福祉事務所 秩父保健所 263 60 71 1 30
61 61 皆野町 秩父 秩父福祉事務所 秩父保健所 306 75 92 1 50
62 62 長瀞町 秩父 秩父福祉事務所 秩父保健所 258 39 64 0
63 63 小鹿野町 秩父 秩父福祉事務所 秩父保健所 487 95 124 1 104

203,500 62,270 50,822 211 8,521

保
健
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療
圏
順

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

自
治
体

障
害
保
健
福
祉
圏
域

福
祉
事
務
所

６６、、障障害害者者福福祉祉
①身体障害者手帳交付数 　②精神障害者保健福祉手帳交付件数
③知的障害者療養手帳交付数　④障害者支援施設

保
健
所

①
身
体
障
害
者
手
帳

交
付
数

②
精
神
障
害
者
保
健
福
祉

手
帳
交
付
件
数

③
知
的
障
害
者
療
養
手
帳

交
付
数

④市町村内、障害者
支援施設

1

さいたま市福祉事務所 さいたま市保健所
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カ
所
数

定
員

18 1 さいたま市 772 226 396 59 49 671 14 7 13 15
4 2 朝霞市 86 5 75 6 4 20 1 3 0 0 0
5 3 志木市 50 12 36 2 2 16 1 1 0 0 0
6 4 和光市 42 14 23 5 4 40 1 1 1 1
7 5 新座市 87 20 55 12 11 102 1 2 0 8 0
8 6 富士見市 95 57 34 4 6 31 2 2 0 0 2
9 7 ふじみ野市 67 29 39 2 4 41 2 1 0 1 0

10 8 三芳町 30 2 18 1
13 9 越谷市 202 69 120 13 18 227 2 7 2 4 3
11 10 春日部市 194 43 219 7 9 0 19 8
17 11 松伏町 23 0 21 2 1 8 1 0 0 0 0
12 12 草加市 120 7 100 13 12 95 2 0 1 7 2
14 13 八潮市 53 9 33 11 6 50 0 0 2 4 0
15 14 三郷市 85 15 64 6 14 89 7 3 0 3 1
16 15 吉川市 342 5 41 4 1
1 16 川口市 331 75 236 20 12 264 5 2 4 1
2 17 蕨市 45 4 38 3 2 13 2
3 18 戸田市 65 0 57 8 7 156 1 0 1 3 0

19 19 鴻巣市 87 11 69 7 23 123 2 5 0 2 0
20 20 上尾市 176 99 71 6 33 210 23 7 0 3 0
21 21 桶川市 45 10 40 6 8 47 7 1 0 0 0
22 22 北本市 56 10 42 4 1 9 1
23 23 伊奈町 29 7 22 0 1 4 1
24 24 川越市 294 15 211 5 1 0 5 4
25 25 東松山市 82 57 23 2 34 217 17 1 3 2 11
30 26 滑川町 25 12 13 0 3 23 1 1 1
31 27 嵐山町 19 11 8 0 10 93 〇 〇 〇
32 28 小川町 43 20 21 2 3 18 1 1
33 29 川島町 14 0 4 0 1 6 1
34 30 吉見町 35 28 5 2 3 39 2 1
36 31 ときがわ町 26 18 8 0 3 17 2 1 0 0 0
37 32 東秩父村 5 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0
26 33 坂戸市 81 54 24 3 12 84 1 2 6
27 34 鶴ヶ島市 36 2 31 3 7 59 1 6 0 0 0
28 35 毛呂山町 40 26 14 0 7 41 4 1 0 0 2
29 36 越生町 14 9 5 0 2 14 1 1
35 37 鳩山町 21 1 18 2 6 42 1 0 0 0 2
38 38 所沢市 182 64 103 15 44 219 4 3 1 5 1
39 39 飯能市　 564 322 219 23 6 63 3 0 2 0 0
40 40 狭山市 110 47 51 12 12 77 12
41 41 入間市 131 21 123 13 1 0 5 2
42 42 日高市 48 10 37 1 23 103 1 2 1 0 0
43 43 行田市 72 30 42 0 8 57 2 5 0 1 0
44 44 加須市 114 48 60 6 19 106 2 11 4 0 2
45 45 羽生市 66 42 23 1 23 167 9 11 3
46 46 久喜市 124 51 65 8 23 154 8 7 2 5 1
47 47 蓮田市 61 2 52 7 8 38 1 0 0 1 0
48 48 幸手市 68 20 40 8 5 38 3 2 0 0 0
50 49 白岡市 39 7 29 3 5 26 1 2
49 50 宮代町 45 5 35 5 9 33 1 1
51 51 杉戸町 51 16 33 2 4 21 3 1 0 0 0
52 52 熊谷市 222 116 99 7 42 272 12 17 0 1 12
54 53 深谷市 61 54 362 24 17 0 8 5
58 54 寄居町 50 23 27 1 8 50 4 0 0 0 4
53 55 本庄市 98 51 47 0 6 66 2 3 0 1 0
55 56 美里町 16 8 8 0 6 30 4 2 0 0 0
56 57 神川町　 6 5 1 0 4 54 2 2 0 0 0
57 58 上里町 29 25 1 3 9 58 12 8 0 3 0
59 59 秩父市 68 57 11 0 32 163 1 3 1 0 0
60 60 横瀬町 7 2 5 0 1 6 0 0 1 0 0
61 61 皆野町 20 9 11 0 0 0 0 0 0 0 0
62 62 長瀞町 9 4 4 1 0 0 0 0 0 0 0
63 63 小鹿野町 21 14 7 0 1 7 0 1 0 0 0

合計 6,099 1,897 2,758 306 747 5,651 243 165 24 112 91

保
健
医
療
圏
順

６６、、障障害害者者福福祉祉
⑤障害者施設支給決定者　⑥市内グループホーム　⑦市内グループホーム設立団体

N
P
O
法
人

医
療
法
人

株
式
会
社

そ
の
他

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

自
治
体

⑤障害者施設支給決定者
⑥市内

グループホーム
⑦市内グループホームの内、

設立団体

合
計
　
　
人

市
内
・
福
祉
圏

域
内
人
数

福
祉
圏
域
外
・

県
内
人
数

県
外
人
数

社
会
福
祉
法
人

2

18 1 さいたま市 597 339 227 31 ○
4 2 朝霞市 58 18 33 7 ○
5 3 志木市 52 21 30 1 ○
6 4 和光市 53 22 24 7 家賃助成
7 5 新座市 105 29 66 10 ○
8 6 富士見市 66 31 28 7 ○ 入院時支援
9 7 ふじみ野市 32 7 16 9 ○

10 8 三芳町 24 ○
13 9 越谷市 185 117 48 20 ○
11 10 春日部市 308 ○
17 11 松伏町 28 4 23 2 ○
12 12 草加市 137 63 64 10 ○ ○
14 13 八潮市 29 14 8 7 ○
15 14 三郷市 81 52 16 13 ○
16 15 吉川市 56 41 8 7 ○
1 16 川口市 348 162 165 21 ○
2 17 蕨市 53 23 25 5
3 18 戸田市 95 33 57 5 ○

19 19 鴻巣市 130 66 44 7 ○
20 20 上尾市 209 174 31 4 なし
21 21 桶川市 48 28 18 2 ○
22 22 北本市 46 20 21 5 ○
23 23 伊奈町 17 10 4 3 ○
24 24 川越市 225 ○ ○
25 25 東松山市 89 82 6 1 借上料補助
30 26 滑川町 9 5 4 0 ○
31 27 嵐山町 21 16 5 0 ○
32 28 小川町 37 11 14 2 ○
33 29 川島町 14 9 5 0 ○
34 30 吉見町 22 14 8 0 ○
36 31 ときがわ町 20 17 3 0 ○
37 32 東秩父村 2 0 2 0 ○
26 33 坂戸市 84 69 11 4 ○ ○
27 34 鶴ヶ島市 36 15 20 1 ○
28 35 毛呂山町 39 21 17 1 ○
29 36 越生町 24 17 7 0 ○
35 37 鳩山町 18 2 14 0 ○
38 38 所沢市 142 86 45 11 ○
39 39 飯能市　 68 59 7 2 ○
40 40 狭山市 100 53 42 5 ○
41 41 入間市 134 ○
42 42 日高市 72 64 8 0 ○
43 43 行田市 107 80 25 2 ○
44 44 加須市 123 63 43 17 ○
45 45 羽生市 56 38 15 3 ○
46 46 久喜市 126 80 25 21 ○
47 47 蓮田市 42 14 24 4 ○
48 48 幸手市 52 11 32 9 ○
50 49 白岡市 19 6 12 1 ○
49 50 宮代町 31 1 18 5 ○
51 51 杉戸町 40 11 13 16 ○
52 52 熊谷市 194 152 34 8 ○ ○ ○
54 53 深谷市 229 ○ 県共同生活援助事業費補助金交付要綱に基づき上乗せ補助あり

58 54 寄居町 63 39 24 0 ○
53 55 本庄市 82 50 29 3 ○
55 56 美里町 19 7 10 2 0
56 57 神川町　 11 7 4 0 ○
57 58 上里町 36 27 6 3 ○
59 59 秩父市 84 77 6 1 ○
60 60 横瀬町 8 7 1 0 ○
61 61 皆野町 11 7 4 0 ○
62 62 長瀞町 0 0 0 0 ○
63 63 小鹿野町 21 16 5 0 ○

合計 5,267 2,507 1,504 305 5 12 3 0 42

６６、、障障害害者者福福祉祉
⑧グループホーム支給決定者数　　　　⑨グループホームへの自治体単独補助

保
健
医
療
圏
順

⑨グループホームへの自治体単独補助
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数
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数

自治体単独補助あり
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し
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治
体

⑧グループホーム支給決定者

施
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備
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上
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補
助
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他

3
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18 1 さいたま市 597 339 227 31 ○
4 2 朝霞市 58 18 33 7 ○
5 3 志木市 52 21 30 1 ○
6 4 和光市 53 22 24 7 家賃助成
7 5 新座市 105 29 66 10 ○
8 6 富士見市 66 31 28 7 ○ 入院時支援
9 7 ふじみ野市 32 7 16 9 ○

10 8 三芳町 24 ○
13 9 越谷市 185 117 48 20 ○
11 10 春日部市 308 ○
17 11 松伏町 28 4 23 2 ○
12 12 草加市 137 63 64 10 ○ ○
14 13 八潮市 29 14 8 7 ○
15 14 三郷市 81 52 16 13 ○
16 15 吉川市 56 41 8 7 ○
1 16 川口市 348 162 165 21 ○
2 17 蕨市 53 23 25 5
3 18 戸田市 95 33 57 5 ○

19 19 鴻巣市 130 66 44 7 ○
20 20 上尾市 209 174 31 4 なし
21 21 桶川市 48 28 18 2 ○
22 22 北本市 46 20 21 5 ○
23 23 伊奈町 17 10 4 3 ○
24 24 川越市 225 ○ ○
25 25 東松山市 89 82 6 1 借上料補助
30 26 滑川町 9 5 4 0 ○
31 27 嵐山町 21 16 5 0 ○
32 28 小川町 37 11 14 2 ○
33 29 川島町 14 9 5 0 ○
34 30 吉見町 22 14 8 0 ○
36 31 ときがわ町 20 17 3 0 ○
37 32 東秩父村 2 0 2 0 ○
26 33 坂戸市 84 69 11 4 ○ ○
27 34 鶴ヶ島市 36 15 20 1 ○
28 35 毛呂山町 39 21 17 1 ○
29 36 越生町 24 17 7 0 ○
35 37 鳩山町 18 2 14 0 ○
38 38 所沢市 142 86 45 11 ○
39 39 飯能市　 68 59 7 2 ○
40 40 狭山市 100 53 42 5 ○
41 41 入間市 134 ○
42 42 日高市 72 64 8 0 ○
43 43 行田市 107 80 25 2 ○
44 44 加須市 123 63 43 17 ○
45 45 羽生市 56 38 15 3 ○
46 46 久喜市 126 80 25 21 ○
47 47 蓮田市 42 14 24 4 ○
48 48 幸手市 52 11 32 9 ○
50 49 白岡市 19 6 12 1 ○
49 50 宮代町 31 1 18 5 ○
51 51 杉戸町 40 11 13 16 ○
52 52 熊谷市 194 152 34 8 ○ ○ ○
54 53 深谷市 229 ○ 県共同生活援助事業費補助金交付要綱に基づき上乗せ補助あり

58 54 寄居町 63 39 24 0 ○
53 55 本庄市 82 50 29 3 ○
55 56 美里町 19 7 10 2 0
56 57 神川町　 11 7 4 0 ○
57 58 上里町 36 27 6 3 ○
59 59 秩父市 84 77 6 1 ○
60 60 横瀬町 8 7 1 0 ○
61 61 皆野町 11 7 4 0 ○
62 62 長瀞町 0 0 0 0 ○
63 63 小鹿野町 21 16 5 0 ○

合計 5,267 2,507 1,504 305 5 12 3 0 42

６６、、障障害害者者福福祉祉
⑧グループホーム支給決定者数　　　　⑨グループホームへの自治体単独補助

保
健
医
療
圏
順

⑨グループホームへの自治体単独補助
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補
助
な
し

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

自
治
体

⑧グループホーム支給決定者
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６６、、障障害害者者福福祉祉　⑩ショートステイ利用状況

自
治
体
内

圏
域
内

　
圏
域
外

 
 
～

県

内

県
外

自
治
体
内

圏
域
内

　
圏
域
外

 
 
～

県

内

県
外

18 1 さいたま市 6,255 36,209 935 31 975 269 12 3,501 526 34 31
4 2 朝霞市 394 3,302 56 31 3 57 40 5 172 87 3

5 3 志木市 227 1,012 113 30 1
6 4 和光市 154 893 32 31 6 0 0 0 6 0 17 6
7 5 新座市 315 1,834 58 31 3 9 7 2 17 10 9 1 3
8 6 富士見市 277 3,677 108 31 17 17 3 0 40 24 5 1 1
9 7 ふじみ野市 386 4,127 49 31 0 12 12 1 0 17 6 1 7

10 8 三芳町 6 13 0
13 9 越谷市 1,302 5,846 155 30 8 12 13 1 77 16 23 5 17
11 10 春日部市 623 4,904 80 31 0 0
17 11 松伏町 224 1,281 55 139 5 0 3 0 7 0 44 0 0
12 12 草加市 1,146 3,687 99 31 1 5 7 1 27 2 45 3 3
14 13 八潮市 612 3,407 65 30 1 5 0 1 43 7 4 3 2
15 14 三郷市 463 3,001 66 31 3 11 7 1 15 11 5 4 3
16 15 吉川市 200 1,392 30 31 0 10 2 0 0 10 3 5 1
1 16 川口市 2,160 13,264 358 31 76 63 11 257 83 13 13
2 17 蕨市 462 51 1 0 0 0 4 38 14 2 0
3 18 戸田市 909 1,781 829 31 7 1 1 1 73 7 27 2 1

19 19 鴻巣市 523 2,317 205 31 1 1 11 1 11 2 15 1 8
20 20 上尾市 1,116 5,430 122 31 7 4 38 4 30 12 73 3 22
21 21 桶川市 187 957 35 31 1 0 6 0 14 8 6 0 1
22 22 北本市 308 2,352 48 31 0 2 12 1 0 18 14 1 6
23 23 伊奈町 180 1,506 26 31 0 0 2 0 0 14 9 0 2
24 24 川越市 1,434 11,324 227 31 45
25 25 東松山市 410 2,247 57 31 3 13 8 0 26 10 4 0 5
30 26 滑川町 146 11 14 0 0 2 0 2 4 7 0 0
31 27 嵐山町 59 230 5 15 0 0 0 0 15 23 21 0 0
32 28 小川町 261 1,581 30 31 3 5 18 10 2
33 29 川島町 460 2,779 37 31 1 1 0 0 29 3 1 0 0
34 30 吉見町 137 1,300 22 31 1 4 5 0 3 12 4 0 0
36 31 ときがわ町 23 424 19 9 0 5 1 0 0 13 1 0 1
37 32 東秩父村 12 26 1 4 0 0 0 0 0 12 0 0 0
26 33 坂戸市 298 2,224 47 31 5 6 0 0 7 19 2 1 5
27 34 鶴ヶ島市 610 3,135 48 31 2 19 1 0 0 15 2 0 6
28 35 毛呂山町 95 395 18 31 8 0 3 0 2 3 4 1 0
29 36 越生町 50 381 4 19 0 3 0 0 0 5 0 0 0
35 37 鳩山町 42 285 4 29 0 0 2 0 1 0 3 0 0
38 38 所沢市 1,163 41,628 177 31 222 165 126 627 356 144 8
39 39 飯能市　 278 2,113 38 31 6 2 3 3 13 5 1 2 1
40 40 狭山市 443 3,925 65 31 14 3 0 2 18 10 1 3 4
41 41 入間市 645 5,690 90 31
42 42 日高市 571 571 24 13 0 3 5 2 0 6 5 2 1
43 43 行田市 267 1,915 45 31 9 2 0 0 12 5 0 0 7
44 44 加須市 345 3,026 43 31 12 12 36 0 12 132 12 0 6
45 45 羽生市 92 534 22 31 5 3 3 0 5 4 7 0 1
46 46 久喜市 564 4,119 83 34 3 11 5 1 32 20 11 8 6
47 47 蓮田市 259 1,788 34 31 7 0 7 0 0 5 15 0 4
48 48 幸手市 63 27,307 25 31 0 0 7 3 11 3 0 1 1
50 49 白岡市 156 863 19 29 0 15 49 8 45 13 26 0 0
49 50 宮代町 142 565 18 31 0 0 7 2 0 1 7 2 5
51 51 杉戸町 161 817 23 31 0 2 6 1 6 8 3 1 5
52 52 熊谷市 951 6,241 125 31 214 38 37 33 315 171 134 9 5
54 53 深谷市 1,003 5,473 158 31 5 23 11 8 73 60 28 6
58 54 寄居町 185 1,664 27 31 3 5 1 0 5 8 2 0 0
53 55 本庄市 175 1,782 30 31 0 2 1 1 4 10 8 0 3
55 56 美里町 53 322 7 31 0 0 0 0 7 0 0 0 0
56 57 神川町　 28 445 4 31 1 0 0 0 1 1 1 0 0
57 58 上里町 116 1,557 18 31 11 10 0 1 27 24 3 0 0
59 59 秩父市 376 3,499 56 31 2 12 7 0 24 1 8 0 0
60 60 横瀬町 23 321 3 31 0 0 0 0 0 2 0 0 0
61 61 皆野町 29 499 7 31 1 1 0 0 0 5 0 0 1
62 62 長瀞町 10 191 8 30 4 3 1 0 7 4 2 1 2
63 63 小鹿野町 59 612 7 27 0 0 0 0 1 5 0 0 1

合計 30,617 245,977 5,261 1,878 1,660 353 828 268 5,470 919 1,706 353 250
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体

⑩ショートステイ利用状況
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変
更
有

変
更
な
し

18 1 さいたま市 105 5 21 105 2.51  ①54枚②36枚 ①①2277000000円円②②1188000000円円※※初初乗乗りり料料金金550000円円のの場場合合でで換換算算 ○
4 2 朝霞市 16 0 1 0 17 3.57 30 15,000 ○
5 3 志木市 5 0 2 0 7 2.34 24 12,000 ○
6 4 和光市 8 0 3 0 11 1.72 18 500 ○
7 5 新座市 13 0 0 0 0 2.32 30 15,000 ○
8 6 富士見市 20 0 3 0 23 2.79  50(腎臓66） 25,000（腎臓33,000） ○
9 7 ふじみ野市 11 0 2 0 0 0.03 48 500 ○

10 8 三芳町 3 0 2 0 5 2.65 48 24,000
13 9 越谷市 31 2 5 0 38 1.83 年48 年24,000 ○
11 10 春日部市 29 3 32 2.45 30 15,000 ○
17 11 松伏町 18 500 ○
12 12 草加市 30 0 0 0 30 1.52 38 19,000 ○
14 13 八潮市 14 0 2 0 16 2.58 28 14,000 ○
15 14 三郷市 14 0 1 0 15 2.07 34 17,000 ○
16 15 吉川市 7 1 3 0 11 2.56 36 18,000 ○
1 16 川口市 54 0 7 0 61 2.19 36 18,000 ○
2 17 蕨市 9 1 10 2.48 36 18,000 ○
3 18 戸田市 8 0.80 1 500 ○

19 19 鴻巣市 9 0 2 0 11 2.50 10,000 ○
20 20 上尾市　※ 18 0 0 0 18 2.48 36 18,000
21 21 桶川市 9 0 1 0 10 2.68 36/年 18,000/年 ○
22 22 北本市 5 0 3 0 8 2.13 36 18,000 ○
23 23 伊奈町 3 0 0 0 3 2.25 3 1,500 ○
24 24 川越市 48 利用する事業者により異なる ○
25 25 東松山市 13 0 0 1 13 2.53 22,176 11,088,000 ○
30 26 滑川町 3 1 0 0 4 2.88 36 18,000 ○
31 27 嵐山町 2 0 0 0 2 1.40 48 24,000
32 28 小川町 6 6 3.14 36 18,000～22,320 ○
33 29 川島町 4 0 0 0 4 2 36 18,000 ○
34 30 吉見町 3 0 0 0 3 2.29 48 24,000
36 31 ときがわ町 2 0 1 0 3 3.16 36 22,320 ○
37 32 東秩父村 0 0 1 0 1 1.60 36 18,000 ○
26 33 坂戸市 15 0 3 18 2.71 48 24,000 ○
27 34 鶴ヶ島市 14 0 0 0 14 4.38 36 18,000 ○
28 35 毛呂山町 6 0 1 0 7 2.46 24 12,000
29 36 越生町 2 0 1 0 3 3.81 36 18,000 ○
35 37 鳩山町 2 0 1 0 3 3.09 24 12,000 ○
38 38 所沢市 38 4 1 0 43 2.60 88,647 44,324,000 ○
39 39 飯能市　 12 2.55 1 500 ○
40 40 狭山市 26 0 0 0 26 2.60  32(じん臓46枚）  16,00023,000 ○
41 41 入間市 16 0 5 21 2.52 48  地区A:500円地区B:620円 ○
42 42 日高市 5 1 3 0 9 2.00 48 24,000 ○
43 43 行田市 6 0 1 1.54 24 14,880 ○
44 44 加須市 20 0 2 0 22 2.11  A地区　36B地区　30  A地区　18000B地区　18600 ○
45 45 羽生市 10 0 0 0 10 2.30 24 14,880 ○
46 46 久喜市 18 0 1 19 3.34 48 24,000 ○
47 47 蓮田市 5 0 1 0 6 2.66 36 18,000 ○
48 48 幸手市 4 0 2 0 6 2.18 36 20,160 ○
50 49 白岡市 8 1 6 2.44 24 12,000 ○
49 50 宮代町 4 0 0 0 4 2.28 36 18,000 ○
51 51 杉戸町 9 0 0 0 9 2.59 36 １枚：500円,１冊：18,000円 ○
52 52 熊谷市 23 0 1 0 24 2.50 36 22,320 ○
54 53 深谷市 13 0 0 0 13 2.37 28 17,360 ○
58 54 寄居町 3 0 0 0 3 1.06 36 620 ○
53 55 本庄市 16 0 1 0 17 2.56 28 17,360 ○
55 56 美里町 3 0 0 0 3 0.03 28 17,360 ○
56 57 神川町　 3 0 0 0 3 2.51 28 620 ○
57 58 上里町 2 0 1 0 3 3.15 891 733,360 ○
59 59 秩父市 26 0 0 0 26 2.90 28 620 ○
60 60 横瀬町 1 0 0 0 1 2.00 28 17,360 ○
61 61 皆野町 1 0 1 0 2 28 14,000～17,360円 ○
62 62 長瀞町 0 0 0 0 0 0.00 28 17,360 ○
63 63 小鹿野町 3 0 0 0 3 2.42 28 17,360

合計 747 15 90 1 810 2.33 113,421 5 52

６６、、障障害害者者福福祉祉
⑪当該自治体職員の障害者雇用者数と雇用率
⑫福祉タクシー券(料金改定後の2020年4月1日現在)

⑫　福祉タクシー券
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           市町村アンケート 1 

22002200年年度度自自治治体体要要請請キキャャララババンン  

2020年 3月 16日 

市市町町村村アアンンケケーートト                埼玉県社会保障推進協議会 

市町村名                      

担当部署名                     

担当者名                      

電話番号                      

下記の項目についてご回答をお願いします。 

なお、特に明記していない場合は、2020年 4月 1日現在とします。 

 

記 

 

１、市町村の人口と世帯数について                    

①市町村の人口     人、世帯数    世帯(2020年 4月 1日現在) 

 

２、国民健康保険制度について                    

①加入世帯数       世帯 

②被保険者数       人 

③年齢階層別被保険者数      0～14才         人 

15～64才         人 

65～74才         人 

④世帯ごとの加入者数      単身世帯        世帯 

                2人世帯        世帯 

                3人以上世帯      世帯 

⑤所得階層別世帯数 

    所得 100万円以下         世帯(無申告、所得不明世帯含む) 

    所得 100万円超 300万円以下    世帯 

    所得 300万円超          世帯 

⑥滞納世帯と加入世帯比率（資格喪失者は含まない） 

           世帯数    世帯数 

           加入世帯比    ％ 

⑦所得別の滞納世帯数（2020/4/1現在とし、その時点での資格喪失者は含まない) 

(所得は世帯の合計所得で、課税所得ではなく総所得） 

所得 100万円未満の滞納世帯数(無申告世帯・所得不明世帯も含む) 

                               世帯 

   所得 100万円以上～300万円未満の滞納世帯数         世帯 

所得 300万円以上の滞納世帯数                 世帯 

⑧滞納による単独財産差押え状況(2019/4/1～2020/3/31) 
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   不動産  件、預貯金  件、生命保険  件(内学資保険  件)、 

物品  件、給与  件、年金  件、税還付金  件 

   総件数   件 

⑨換価(現金化)し滞納金に充当した実件数と金額 

2019/4/1～2020/3/31       件、         円 

⑩2019年度に執行した滞納処分の停止実施状況 

(地方税法 15条、国税徴収法 153条による分類) 

      無財産    件 金額    円 

      生活困窮   件 金額    円 

      所在不明   件 金額    円 

      総件数    件 金額    円 

⑪資格証明書の発行世帯数     世帯 

⑫短期保険証の発行・交付 

発行世帯数      世帯、被保険者数     人 

有効期間(☑で記入してください) 

     □6ヵ月 □4ヵ月 □3ヵ月 □1ヵ月 

⑬被保険者証の窓口留置数 

通常の保険証窓口留置数     世帯、内住所不明    世帯 

短期保険証の窓口留置数     世帯、内住所不明    世帯 

資格証明書の窓口留置数     世帯、内住所不明    世帯 

⑭保険税の減免実施状況（2019/4/1～2020/3/31） 

  法定(7割 5割 2割)軽減実施の総世帯数と軽減総額     世帯、        円 

  法 77条による条例等による保険税減免を申請した世帯数      世帯 

  同、申請減免を実施した世帯数と内訳 

総世帯数   世帯、金額     円 

   内訳 災害等によるもの          世帯 

      事業廃止等著しい所得減少      世帯 

      低所得による生活困窮        世帯 

      65歳以上、旧被扶養者        世帯 

      その他               世帯 

⑮国保法 44条による条例等による一部負担金減免について 

申請減免を受付した世帯数（2019/4/1～2020/3/31）       世帯 

申請減免を実施した世帯数（2019/4/1～2020/3/31）       世帯 

申請減免を実施した総額 （2019/4/1～2020/3/31）       円 

⑯(1)2020年度の保険税率等(国保医療分) 

    所得割         (％) 

    資産割         (％) 

    均等割         (円) 

    平等割         (円) 

    賦課限度額       (万円) 

(2)2020年度の保険税率等(後期高齢者医療支援分) 



－ 51 －

           市町村アンケート 2 

   不動産  件、預貯金  件、生命保険  件(内学資保険  件)、 

物品  件、給与  件、年金  件、税還付金  件 

   総件数   件 

⑨換価(現金化)し滞納金に充当した実件数と金額 

2019/4/1～2020/3/31       件、         円 

⑩2019年度に執行した滞納処分の停止実施状況 

(地方税法 15条、国税徴収法 153条による分類) 

      無財産    件 金額    円 

      生活困窮   件 金額    円 

      所在不明   件 金額    円 

      総件数    件 金額    円 

⑪資格証明書の発行世帯数     世帯 

⑫短期保険証の発行・交付 

発行世帯数      世帯、被保険者数     人 

有効期間(☑で記入してください) 

     □6ヵ月 □4ヵ月 □3ヵ月 □1ヵ月 

⑬被保険者証の窓口留置数 

通常の保険証窓口留置数     世帯、内住所不明    世帯 

短期保険証の窓口留置数     世帯、内住所不明    世帯 

資格証明書の窓口留置数     世帯、内住所不明    世帯 

⑭保険税の減免実施状況（2019/4/1～2020/3/31） 

  法定(7割 5割 2割)軽減実施の総世帯数と軽減総額     世帯、        円 

  法 77条による条例等による保険税減免を申請した世帯数      世帯 

  同、申請減免を実施した世帯数と内訳 

総世帯数   世帯、金額     円 

   内訳 災害等によるもの          世帯 

      事業廃止等著しい所得減少      世帯 

      低所得による生活困窮        世帯 

      65歳以上、旧被扶養者        世帯 

      その他               世帯 

⑮国保法 44条による条例等による一部負担金減免について 

申請減免を受付した世帯数（2019/4/1～2020/3/31）       世帯 

申請減免を実施した世帯数（2019/4/1～2020/3/31）       世帯 

申請減免を実施した総額 （2019/4/1～2020/3/31）       円 

⑯(1)2020年度の保険税率等(国保医療分) 

    所得割         (％) 

    資産割         (％) 

    均等割         (円) 

    平等割         (円) 

    賦課限度額       (万円) 

(2)2020年度の保険税率等(後期高齢者医療支援分) 

           市町村アンケート 3 

    所得割         (％) 

    均等割         (円) 

    賦課限度額       (万円) 

(3)2020年度の保険税率等(介護保険分) 

    所得割         (％) 

    均等割         (円) 

    賦課限度額       (万円) 

⑰次の(1)～(3)の条件で、年間で支払う国保税額 

(資産割はゼロと仮定、軽減される世帯の場合は軽減後の国保税額) 

(1)一人世帯(63歳) 

所得 100万円の世帯の国保税額          円／年 

所得 200万円の世帯の国保税額          円／年 

(2)二人世帯(夫 63歳、妻 63歳、妻の収入はゼロ) 

所得 100万円の世帯の国保税額          円／年 

所得 200万円の世帯の国保税額          円／年 

(3)四人世帯(夫 45歳、妻 45歳で収入ゼロ、子どもは高校生 1人、中学生１人) 

所得 200万円の世帯の国保税額          円／年 

所得 300万円の世帯の国保税額          円／年 

⑱国保会計決算、県からの支出金について 

普通交付金  2018年度決算額     円 被保険者 1人当り額    円 

        2020年度予算額     円 被保険者 1人当り額    円 

 特別交付金  

  内保険者努力支援金分 2018年度決算額    円、2020年度予算額    円 

   特別調整交付金分  2018年度決算額    円、2020年度予算額    円 

   都道府県繰入金   2018年度決算額    円、2020年度予算額    円 

   特定健診等負担分  2018年度決算額    円、2020年度予算額    円 

   特別交付金計 2018年度決算額    円、被保険者 1人当り額     円 

          2020年度予算額    円、被保険者 1人当り額     円 

⑲2018年度国保会計決算について 

   歳入―歳出差引残高           円 

⑳一般会計から国保会計への法定外繰り入れ 

 法定外繰り入れの総額     2018年度予算         円/年 

                2018年度決算         円/年 

                2019年度予算         円/年 

                2020年度予算         円/年 

 一世帯当たりの法定外繰入額  2018年度予算         円/世帯/年 

                2018年度決算         円/世帯/年 

                2019年度予算         円/世帯/年 

                2020年度予算         円/世帯/年 

㉑基金積立金の残高(2020/3/31現在) 

                        円 
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㉒特定健診について 

自己負担の有無         □有  □無 

   胸部レントゲン直接撮影の有無  □有  □無 

   2018年度の受診率         ％ 

   2019年度の受診率         ％ 

2020年度の受診率目標       ％ 

㉓市町村の国民健康保険運営協議会について 

   委員の公募について     実施している場合は〇印  【    】 

   傍聴について        可能な場合は〇印     【    】 

 

３、障害者医療費および子ども医療費の助成制度について         

①重度心身障害者医療の公費負担制度について(☑で記入) 

 (1)県基準の所得制限の 2020年度内実施について  □実施する □実施しない 

 (2)障害者の入院時食事代補助を行なっている場合について 

   □全額補助  □一部補助 

②2020年度の子ども医療費の助成制度について 

 (1)助成対象について(☑で記入) 

入院  □中 3まで □高 3まで  □その他(         ) 

通院 □中 3まで □高 3まで □その他(          ) 

 (2)受給要件について(☑で記入) 

「市税等の完納要件」の有無  □有   □無 

所得制限の有無        □有   □無 

 (3)子どもの入院時食事代補助を行なっている場合について(☑で記入) 

   □全額補助  □一部補助 

 

４、後期高齢者医療制度について                

①被保険者数         人 

②滞納者の実数（2020/ 4/1現在。その時点での資格喪失者は含まず）      人 

③短期保険証を交付した人数        人 

④滞納のため、資産を差押さえした実人数(2019/4/1～2020/3/31)     人 

⑤健康診査について(☑で記入してください) 

2020年度の自己負担の有無 □有  □無 

2019年度の受診率    ％ 2020年度の受診率目標    ％ 

⑥人間ドッグの補助 

補助制度の有無  □有(□自己負担有 □自己負担無)   □無 

⑦宿泊費の補助 補助制度の有無  □有 □無 
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㉒特定健診について 

自己負担の有無         □有  □無 

   胸部レントゲン直接撮影の有無  □有  □無 

   2018年度の受診率         ％ 

   2019年度の受診率         ％ 

2020年度の受診率目標       ％ 

㉓市町村の国民健康保険運営協議会について 

   委員の公募について     実施している場合は〇印  【    】 

   傍聴について        可能な場合は〇印     【    】 

 

３、障害者医療費および子ども医療費の助成制度について         

①重度心身障害者医療の公費負担制度について(☑で記入) 

 (1)県基準の所得制限の 2020年度内実施について  □実施する □実施しない 

 (2)障害者の入院時食事代補助を行なっている場合について 

   □全額補助  □一部補助 

②2020年度の子ども医療費の助成制度について 

 (1)助成対象について(☑で記入) 

入院  □中 3まで □高 3まで  □その他(         ) 

通院 □中 3まで □高 3まで □その他(          ) 

 (2)受給要件について(☑で記入) 

「市税等の完納要件」の有無  □有   □無 

所得制限の有無        □有   □無 

 (3)子どもの入院時食事代補助を行なっている場合について(☑で記入) 

   □全額補助  □一部補助 

 

４、後期高齢者医療制度について                

①被保険者数         人 

②滞納者の実数（2020/ 4/1現在。その時点での資格喪失者は含まず）      人 

③短期保険証を交付した人数        人 

④滞納のため、資産を差押さえした実人数(2019/4/1～2020/3/31)     人 

⑤健康診査について(☑で記入してください) 

2020年度の自己負担の有無 □有  □無 

2019年度の受診率    ％ 2020年度の受診率目標    ％ 

⑥人間ドッグの補助 

補助制度の有無  □有(□自己負担有 □自己負担無)   □無 

⑦宿泊費の補助 補助制度の有無  □有 □無 
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５、介護保険制度について                   

①第１号介護保険被保険者数   人 

②第 1号介護保険被保険者の保険料の金額について 

   基準保険料  （       円/月） 

   第 1段階保険料（       円/月）（基準額の    倍） 

   最高段階保険料（       円/月）（基準額の    倍） 

③保険料段階       段階 

④第１号被保険者の滞納者の実数 

       人（2020/4/1現在、その時点での資格喪失者は含まず） 

       うち給付制限（制裁措置）をうけている人の数              人 

⑤介護保険サービス利用の利用料自己負担割合ごとの被保険者数 

   1割負担     人、2割負担     人、3割負担     人 

⑥第 1号被保険者の要支援者の数、要介護者の数 

   要支援 1     人  要支援 2     人 

   要介護 1     人  要介護 2     人     要介護 3      人 

   要介護 4     人  要介護 5     人   合計          人 

⑦第 2号被保険者の要支援者の数、要介護者の数 

   総合事業対象者    人 

   要支援 1     人  要支援 2     人 

   要介護 1     人  要介護 2     人     要介護 3      人 

   要介護 4     人  要介護 5     人   合計          人 

⑧要介護認定更新の区分変更の結果について 

  更新した全件数   (2017/4/1～2018/3/31）    人 

            (2018/4/1～2019/3/31）    人 

            (2019/4/1～2020/3/31）    人 

   前回より軽度に判定    (2017/4/1～2018/3/31）    人 

                    (2018/4/1～2019/3/31）    人 

                    (2019/4/1～2020/3/31）    人 

   前回と変わらない       (2017/4/1～2018/3/31）    人 

                    (2018/4/1～2019/3/31）    人 

                    (2019/4/1～2020/3/31）    人 

   前回より重度に判定     (2017/4/1～2018/3/31）    人 

                    (2018/4/1～2019/3/31）    人 

                    (2019/4/1～2020/3/31）    人 

   介護認定から外れた件数  (2017/4/1～2018/3/31）    人 

                    (2018/4/1～2019/3/31）    人 

                    (2019/4/1～2020/3/31）    人 

⑨条例等による独自の介護保険料減免制度について 

申請減免を受付した人数(2019/4/1～2020/3/31）       人 

申請減免を実施した人数(2019/4/1～2020/3/31）       人 
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申請減免を実施した総額(2019/4/1～2020/3/31）        円 

⑩条例等による独自の利用料の減免・助成について 

申請減免を受付した人数(2019/4/1～2020/3/31）       人 

申請減免を実施した人数(2019/4/1～2020/3/31）       人 

申請減免を実施した総額(2019/4/1～2020/3/31）       円 

⑪特別養護老人ホーム入所待機者の実数        人 

   その内、要介護 1および 2の人の人数      人 

⑫定期巡回・随時対応型(24時間訪問介護)サービス（2019/4/1～2020/3/31) 

サービスを提供した事業所数       事業所 

サービスの提供をされた実人数        人 

⑬地域包括支援センターについて 

□直営（    カ所） □委託（    カ所）  

⑭介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況について 

（1）訪問型サービスの実施内容 

1）現行相当サービス 

     事業所数      カ所 

2）緩和した基準によるサービス（訪問型Ａ） 

     事業所数      カ所 

       単価設定  □10割  □何割   ％     

 利用者負担割合  □介護給付と同様 □何割   ％ 

3）住民主体によるサービス（訪問型Ｂ） 

 団体数      カ所 

    単価設定  □10割  □何割   ％ 

利用者負担割合  □介護給付と同様 □何割   ％  

（2）通所型サービスの実施内容 

1）現行相当サービス 

     事業所数      カ所 

2）緩和した基準によるサービス（通所型Ａ） 

     事業所数      カ所 

       単価設定  □10割  □何割   ％     

 利用者負担割合  □介護給付と同様  □何割   ％    

3）住民主体によるサービス（通所型Ｂ） 

 団体数      カ所 

    単価設定  □10割  □何割   ％ 

利用者負担割合  □介護給付と同様  □何割   ％ 

 

６、障害者福祉について                        

①身体障害者手帳交付数            人 

②精神障害者保健福祉手帳交付件数       人 

③知的障害者療育手帳交付数          人 
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申請減免を実施した総額(2019/4/1～2020/3/31）        円 

⑩条例等による独自の利用料の減免・助成について 

申請減免を受付した人数(2019/4/1～2020/3/31）       人 

申請減免を実施した人数(2019/4/1～2020/3/31）       人 

申請減免を実施した総額(2019/4/1～2020/3/31）       円 

⑪特別養護老人ホーム入所待機者の実数        人 

   その内、要介護 1および 2の人の人数      人 

⑫定期巡回・随時対応型(24時間訪問介護)サービス（2019/4/1～2020/3/31) 

サービスを提供した事業所数       事業所 

サービスの提供をされた実人数        人 

⑬地域包括支援センターについて 

□直営（    カ所） □委託（    カ所）  

⑭介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況について 

（1）訪問型サービスの実施内容 

1）現行相当サービス 

     事業所数      カ所 

2）緩和した基準によるサービス（訪問型Ａ） 

     事業所数      カ所 

       単価設定  □10割  □何割   ％     

 利用者負担割合  □介護給付と同様 □何割   ％ 

3）住民主体によるサービス（訪問型Ｂ） 

 団体数      カ所 

    単価設定  □10割  □何割   ％ 

利用者負担割合  □介護給付と同様 □何割   ％  

（2）通所型サービスの実施内容 

1）現行相当サービス 

     事業所数      カ所 

2）緩和した基準によるサービス（通所型Ａ） 

     事業所数      カ所 

       単価設定  □10割  □何割   ％     

 利用者負担割合  □介護給付と同様  □何割   ％    

3）住民主体によるサービス（通所型Ｂ） 

 団体数      カ所 

    単価設定  □10割  □何割   ％ 

利用者負担割合  □介護給付と同様  □何割   ％ 

 

６、障害者福祉について                        

①身体障害者手帳交付数            人 

②精神障害者保健福祉手帳交付件数       人 

③知的障害者療育手帳交付数          人 
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④市内障害者支援施設          か所  定員    人 

⑤障害者施設支給決定者について 

    合計        人       市内・福祉圏域内    人 

福祉圏域外・県内    人   県外    人 

⑥市内グループホーム         か所    定員   人  

⑦市内グループホームの内、設立団体 

   社会福祉法人    か所   ＮＰＯ法人  か所  医療法人   か所 

 株式会社    か所     その他    か所 

⑧グループホーム支給決定者     人 

      市内・福祉圏域内   人     福祉圏域外・県内   人 

    県外   人 

⑨グループホームへの自治体単独補助 

  □あり（□施設整備  □運営費  □上乗せ補助  □その他（      ） 

  □なし 

⑩ショートステイの利用状況について（2018/4/1～2019/3/31） 

   （身体・知的障害が重複する方の場合いは、主たる障害で記載ください。） 

    ・年間延べ利用人数   人と延べ支給量   日    

 ・年間実利用人数 実   人     

    ・利用者の中で、月間で最も多かった人の支給日数     日  

       ・利用先について（2018/4/1～2019/3/31） 

身体：自治体内   人  障害保健福祉圏域内   人 

 障害保健福祉圏域外～県内   人 県外   人      

知的：自治体内   人  障害保健福祉圏域内   人 

        障害保健福祉圏域外～県内   人  県外   人   

医療的ケア児のショートステイ利用者     実      人 

⑪当該自治体職員の障害者雇用者数と雇用率 

 障害者雇用者数    人     雇用率       ％ 

  身体障害者   人   知的障害者   人   精神障害者   人 

難病者で雇用している人数   人 

⑫福祉タクシー券（料金改定後の 2020年 4月 1日現在）  

   ・初乗り料金    枚   ・金額にして         円  

   ・ガソリン補助券 □変更あり □変更なし  

 

７、子育て支援について                           

①公立保育所の数と定数(公立民営の場合はカウントしません) 

  公立保育所の数     2019年    カ所 2020年     カ所 

  公立保育所の定数    2019年     人 2020年      人 

②公設民営の保育所の数と定数 

  公設民営保育所の数   2019年    カ所 2020年     カ所 

  公設民営保育所の定数  2019年     人 2020年      人 
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③民間の認可保育所の数と定数 

民間認可保育所の数     2019年    カ所 2020年     カ所 

民間認可保育所の定数    2019年     人 2020年      人 

④認定こども園の数と定数 

(1)幼保連携型認定こども園の数   2019年    カ所 2020年    カ所 

幼保連携型認定こども園の定数   2019年     人 2020年      人 

(2)幼稚園型認定こども園の数     2019年    カ所 2020年    カ所 

幼稚園型認定こども園の定数    2019年     人 2020年      人 

(3)保育所型認定こども園の数     2019年    カ所 2020年    カ所 

保育所型認定こども園の定数    2019年     人 2020年      人 

(4)地方裁量型認定こども園の数    2019年    カ所 2020年    カ所 

地方裁量型認定こども園の定数   2019年     人 2020年      人 

⑤その他の保育施設の数と定数 

(1)小規模保育事業所の数    2019年    カ所 2020年    カ所 

小規模保育事業所の定数   2019年     人 2020年      人 

(2)家庭的保育事業所の数    2019年    カ所 2020年    カ所 

家庭的保育事業所の定数   2019年     人 2020年      人 

(3)幼稚園の数         2019年    カ所 2020年    カ所 

     幼稚園の定数        2019年     人 2020年      人 

⑥認可保育所に  2020年 4月からの入所を申し込んだ児童数         人 

           その内、不承諾通知を送付した児童数        人 

⑦受け入れ児童数の増減（2019/4/1と 2020/4/1との比較） 

   公立保育所の増減数    増加  人  減少  人 

   公設民営保育所の増減数  増加  人  減少  人 

   民間認可保育所の増減数  増加  人  減少  人 

   認定こども園の増減数   増加  人  減少  人 

   地域型保育事業の増減数  増加  人  減少  人 

⑧障害児を受け入れる保育施設  

   公立保育所          人(    カ所) 

   公設民営保育所        人(    カ所) 

   民間認可保育所        人(    カ所) 

   認定こども園         人(    カ所) 

   地域型保育事業        人(    カ所) 

⑨保育施設への障害児加算について、市の独自加算の有無 

   公立認可保育所(保育士の加配)      人 

   公設民営認可保育所(保育士の加配)    人 

   民間認可保育所(障害児加算)     □有 

   認定こども園(障害児加算)      □有 

   地域型保育事業(障害児加算)     □有 

⑩保育士の数について 

  公立保育所 
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③民間の認可保育所の数と定数 

民間認可保育所の数     2019年    カ所 2020年     カ所 

民間認可保育所の定数    2019年     人 2020年      人 

④認定こども園の数と定数 

(1)幼保連携型認定こども園の数   2019年    カ所 2020年    カ所 

幼保連携型認定こども園の定数   2019年     人 2020年      人 

(2)幼稚園型認定こども園の数     2019年    カ所 2020年    カ所 

幼稚園型認定こども園の定数    2019年     人 2020年      人 

(3)保育所型認定こども園の数     2019年    カ所 2020年    カ所 

保育所型認定こども園の定数    2019年     人 2020年      人 

(4)地方裁量型認定こども園の数    2019年    カ所 2020年    カ所 

地方裁量型認定こども園の定数   2019年     人 2020年      人 

⑤その他の保育施設の数と定数 

(1)小規模保育事業所の数    2019年    カ所 2020年    カ所 

小規模保育事業所の定数   2019年     人 2020年      人 

(2)家庭的保育事業所の数    2019年    カ所 2020年    カ所 

家庭的保育事業所の定数   2019年     人 2020年      人 

(3)幼稚園の数         2019年    カ所 2020年    カ所 

     幼稚園の定数        2019年     人 2020年      人 

⑥認可保育所に  2020年 4月からの入所を申し込んだ児童数         人 

           その内、不承諾通知を送付した児童数        人 

⑦受け入れ児童数の増減（2019/4/1と 2020/4/1との比較） 

   公立保育所の増減数    増加  人  減少  人 

   公設民営保育所の増減数  増加  人  減少  人 

   民間認可保育所の増減数  増加  人  減少  人 

   認定こども園の増減数   増加  人  減少  人 

   地域型保育事業の増減数  増加  人  減少  人 

⑧障害児を受け入れる保育施設  

   公立保育所          人(    カ所) 

   公設民営保育所        人(    カ所) 

   民間認可保育所        人(    カ所) 

   認定こども園         人(    カ所) 

   地域型保育事業        人(    カ所) 

⑨保育施設への障害児加算について、市の独自加算の有無 

   公立認可保育所(保育士の加配)      人 

   公設民営認可保育所(保育士の加配)    人 

   民間認可保育所(障害児加算)     □有 

   認定こども園(障害児加算)      □有 

   地域型保育事業(障害児加算)     □有 

⑩保育士の数について 

  公立保育所 
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正規雇用の保育士数               人 

非正規雇用の保育士数              人 

   無資格保育助手を採用している公立認可保育所数    か所 

  公設民営保育所 

正規雇用の保育士数               人 

非正規雇用の保育士数              人 

   無資格保育助手を採用している公設民営認可保育所数    か所 

⑪市民税所得割額に年少扶養控除を反映させて階層を認定するなど、保育料軽減措置

を実施していますか 

   □有    □無    

⑫学童保育(放課後児童クラブ)の数と定数 

   学童保育の数     2019年   カ所 2020年    カ所 

   支援の単位数     2019年   カ所 2020年    カ所 

   学童保育の定数    2019年     人  2020年      人 

⑬学童保育に 2020年 4月からの入所を申し込んだ児童数        人 

   その内、待機となった児童数                  人 

⑭学童保育の障害児の受け入れ数 

      人(クラブ数     カ所) 

⑮学童保育の指導員の数 

正規雇用の指導員数         人 

   非正規雇用の指導員数        人 

 

８、生活保護制度について                       

□さいたま市は 10区毎に回答をお願いします。 

①生活保護世帯数と人数 (2019/4/1現在)      世帯、     人 

            (2020/4/1現在)       世帯、     人 

②生活保護世帯の構成割合 

   高齢者世帯         世帯        ％ 

母子世帯          世帯        ％ 

疾病・障害世帯       世帯        ％ 

その他世帯         世帯        ％ 

③窓口相談件数 2018/4/1～2019/3/31         件 

2019/4/1～2020/3/31        件 

④新規申請世帯数 2018/4/1～2019/3/31       世帯 

2019/4/1～2020/3/31       世帯 

⑤新規開始世帯数 2018/4/1～2019/3/31       世帯 

2019/4/1～2020/3/31        世帯 

⑥辞退届で廃止した世帯数 2018/4/1～2019/3/31        世帯 

2019/4/1～2020/3/31        世帯 

□次の⑦⑧は市のみ回答してください。町村は回答の必要はありません。 
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⑦ケースワーカーの配置 

   査察指導員数         人 

   現業員数           人 

現業員数の増減（2019/4/1/と 2020/4/1との比較）(数字と☑で記入) 

       人（□増  □減） 

   現業員の不足数  2019/4/1現在        人 

2020/4/1現在        人 
現業員 1人あたりの担当世帯数 

2019/3/31現在       世帯 

2019/4/1現在        世帯 

2020/3/31現在       世帯 

2020/4/1現在        世帯 

  現業員の 1人あたりの申請取扱い件数 

2018/4/1～2019/3/31の期間        件 

2019/4/1～2020/3/31の期間        件 

2019年度監査(県または国)の結果、指摘された現業員不足数 （   ）人 

⑧生活困窮者自立支援制度 （2019/4/1～2020/3/31まで） 

 自立相談支援 新規相談者受付件数          件 

        プラン作成件数            件 

        就労支援対象者数           人 

        就労者数                人 

 法定事業等 

   就労準備支援事業   利用者累計        件 

   一時生活支援事業   利用者累計        件 

   家計相談支援事業   利用者累計        件 

   子どもの学習支援事業 利用者実人数       人 

   住宅確保給付金支給決定件数           件 

 

９、その他                              

①65歳以上の高齢者で障害者に準じる「市町村長等や福祉事務所長の認定を受けてい

る」方の障害者控除について(2019年度) 

普通障害者控除認定書発行件数      件 

特別障害者控除認定書発行件数    件 

②「市町村長等や福祉事務所長の認定」について、介護保険要介護認定を参考にした

基準がある場合は、お答えください。 

普通障害者控除に該当する介護保険法要介護区分  要介護度【    】 

 特別障害者控除に該当する介護保険法要介護区分  要介護度【    】 

以上 
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⑦ケースワーカーの配置 

   査察指導員数         人 

   現業員数           人 

現業員数の増減（2019/4/1/と 2020/4/1との比較）(数字と☑で記入) 

       人（□増  □減） 

   現業員の不足数  2019/4/1現在        人 

2020/4/1現在        人 
現業員 1人あたりの担当世帯数 

2019/3/31現在       世帯 

2019/4/1現在        世帯 

2020/3/31現在       世帯 

2020/4/1現在        世帯 

  現業員の 1人あたりの申請取扱い件数 

2018/4/1～2019/3/31の期間        件 

2019/4/1～2020/3/31の期間        件 

2019年度監査(県または国)の結果、指摘された現業員不足数 （   ）人 

⑧生活困窮者自立支援制度 （2019/4/1～2020/3/31まで） 

 自立相談支援 新規相談者受付件数          件 

        プラン作成件数            件 

        就労支援対象者数           人 

        就労者数                人 

 法定事業等 

   就労準備支援事業   利用者累計        件 

   一時生活支援事業   利用者累計        件 

   家計相談支援事業   利用者累計        件 

   子どもの学習支援事業 利用者実人数       人 

   住宅確保給付金支給決定件数           件 

 

９、その他                              

①65歳以上の高齢者で障害者に準じる「市町村長等や福祉事務所長の認定を受けてい

る」方の障害者控除について(2019年度) 

普通障害者控除認定書発行件数      件 

特別障害者控除認定書発行件数    件 

②「市町村長等や福祉事務所長の認定」について、介護保険要介護認定を参考にした

基準がある場合は、お答えください。 

普通障害者控除に該当する介護保険法要介護区分  要介護度【    】 

 特別障害者控除に該当する介護保険法要介護区分  要介護度【    】 

以上 

 

 
1 

 

市市町町村村長長  様様  

2020年度自治体要請キャラバン 

社社会会保保障障のの拡拡充充をを求求めめるる  年年次次要要望望書書  
2020 年 6月 10日 

埼玉県社会保障推進協議会 

会長 柴田 泰彦 

ははじじめめにに  

 埼玉県社会保障推進協議会が 1994年から取り組む自治体要請キャラバンに毎年ご協力をいただき

感謝申し上げます。今年もすでに事前のアンケートにご回答をいただき厚く御礼致します。 

 しかし、残念ながら今回は新型コロナウイルスの感染拡大の影響を考慮して、先日ご連絡させて

いただきましたように、訪問と懇談は中止させていただくことにしました。たいへん残念な事では

ありますが、ご理解のほどよろしくお願いします。 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により 4 月 7 日に緊急事態宣言が発令され、5 月 6 日まで

とされた期限が延長される事になり、結局埼玉県の解除は 5 月 25 日までの 49 日間に及びました。

世界的には感染拡大(パンデミック)が続いており、今後も予断を許さない情勢となっています。埼

玉県は 5 月 27 日にイベント等の開催について、「新しい生活様式」の定着等を前提に 7 月 31 日ま

での移行期間を設けて段階的に緩和する方針を発表しました。 

こうした中で、この間の市町村の皆さんのご努力に敬意を表するとともに、今後も市民のいのち

と健康を守るためにご奮闘をお願いします。 

 

この間の新自由主義構造改革路線に基づく緊縮政策によって我が国の社会保障は国民負担の増加

と給付削減がすすみ、財界を応援する社会保障分野の営利化・市場化が加速しています。 

医師政策でみると、1982年「2007年頃に医師が過剰になる」とする第二次臨時行政調査会の答申

を受け医師数を抑制する閣議決定を行いました。現在日本の医師数は OECD平均と比較し 12万人も

不足しています。しかも埼玉県は全国最低水準にあります。 

医師とともに、看護師や病床の削減もすすんできました。また、全国の保健所が削減され、保健師

の業務が公衆衛生の現場から遠ざけられてきました。 

この間の社会保障全般の政策としては、税と社会保障一体改革による社会保障制度改革推進法

(2012 年)と社会保障プログラム法(2013 年)の成立によってこれ以後、消費税増税とともに医療や介

護などの改悪が押し進められてきました。労働政策でも、「働き方改革」と称して非正規労働者の雇

用を拡大させ、最近では無権利の雇用を高齢者にも広げようとしています。大企業優先の税制と雇

用や経済政策によって、労働者や国民の生活のゆとりが失われてきました。 

こうした中で、今回の新型コロナウイルス感染拡大の問題が発生しました。我が国の新自由主義

構造改革路線に基づく緊縮経済政策を根本的に見直し、国民生活優先の政策に転換する必要がある

と考えます。社会保障は国の責任です。住民のいのちを守り、健康で文化的な生活ができるように、

県や市町村も私たちの防波堤となっていただきたいと考えています。 
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さて、2020年度の自治体要請キャラバン行動では、訪問と懇談は中止とさせていただきましたが、

従来どおり要望書につきましては提出させていただきます。文書での回答をよろしくお願いします。 

 

なお、この要望書の他にコロナ対応でご多忙の中恐縮ではありますが、「新型コロナウイルス感染

症に係わる特別要望書」を提出させていただきました。こちらの特別要望書については文書での回

答は求めません。市民のいのちと健康、暮らしを守るために、引き続きご努力をお願いします。 

 

11、、だだれれももがが安安心心ししてて医医療療をを受受けけらられれるるたためめにに                              

１１．．国国民民健健康康保保険険制制度度ににつついいてて  

((11))  高高すすぎぎるる保保険険税税をを引引下下げげてて、、所所得得にに応応じじてて払払ええるる保保険険税税ににししててくくだだささいい。。  

  200 万円未満の世帯の 77.5％が滞納しており、低所得者ほど国保税が高すぎて納められない実

態があります。このことによって医療機関を利用できずに病気が悪化する事につながり、手遅れ

で亡くなる事態も起きています。いつでも・どこでも・だれでも、安心して医療が利用できるよう

にすることで、健康で文化的に生活が実現できる保障となります。新型コロナウイルス感染拡大

の影響も鑑み所得に応じて払える保険税水準に保険税率を見直す必要があります。 

  ① 応能負担を原則とする保険税率に改めてください。 

  ② 子どもの均等割負担を廃止してください。 

  ③ 一般会計からの法定外繰入を増額してください。 

 

  ((22))  国国保保税税のの減減免免・・猶猶予予((国国保保法法 7777条条))のの制制度度のの拡拡充充をを行行ななっっててくくだだささいい。。  

  今年度は台風 19号の被災者世帯に減免制度の実施がありましたが、昨年のアンケート結果では

滞納世帯数の 18 万 8 千世帯に対して 5743 世帯の実施であり約 3.0％にすぎません。減免制度を

十分に機能させるために、申請減免制度を広く周知することや、対象となる世帯の所得の基準を

緩和することが重要であると考えます。 

  ① 保険税免除基準を生保基準の 1.5 倍相当に設定するなど、申請減免制度を拡充してくださ

い。 

  

 ((33))  窓窓口口負負担担のの軽軽減減制制度度((国国保保法法 4444条条))のの拡拡充充をを行行ななっっててくくだだささいい。。  

  生活保護基準以下の生活を強いることのないように、医療費の負担を軽減する制度は重要です。

減免制度の拡充を行なってください。 

  ① 国保法 44条による減免は、生保基準の 1.5 倍相当に、病院等窓口負担の減額・免除制度の

拡充を行なってください。 

  ② 申請減免の制度が利用しやすいように、簡便な申請書に改めてください。 

  ③ 医療機関に申請減免の申請書を置き、会計窓口で手続きできるようにしてください。 

 

 ((44))  住住民民にに寄寄りり添添っったた国国保保税税のの徴徴収収をを行行ななっっててくくだだささいい  

  新型コロナウイルス感染拡大の影響で、新年度はこれまで以上の地域経済の低迷や消費税の増

税による影響など中小企業や自営業者、農林業などの経営は死活的な状況のなかで、国保税など

の納税が遅れる事態が起きています。このような時に、滞納処分や保険証を取り上げる事は受療
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権を奪うことにつながります。滞納世帯の生活を再建し、支援する事で、納税者となることができ

ます。生活につまずいた場合であっても、あらゆる社会資源や施策を行なう事で、地域の住民と行

政との信頼関係が構築できます。安心と信頼の地域社会づくりを行なってください。 

①  住民に寄り添った対応を行なってください。 

②  差押え禁止の法令を守り、最低生活費を保障してください。 

 

  ((55))  受受療療権権をを守守るるたためめにに正正規規保保険険証証をを全全員員にに発発行行ししててくくだだささいい。。  

  2020 年のアンケート結果では資格証明書が 863 世帯、短期保険証は 1 万 7563 世帯に発行され、

保険証の窓口留置は 4,283 世帯になります。保険料の納付の有無に関係なく、国保加入者全員に

正規の保険証は交付しなければ、手遅れ受診につながり、医療機関を利用できない住民が発生し

ます。納税などの条件を設けることなく正規保険証は発行される必要があると考えます。 

  ① すべての被保険者に正規の保険証を郵送してください。 

② 住所不明以外の保険証の窓口留置は行なわないでください。 

③ 資格証明書は発行しないでください。 

 

((66)) 傷傷病病手手当当金金をを支支給給ししててくくだだささいい。。  

   新型コロナウイルス感染症対策として、傷病手当金の支給に関する条例改正についての事務連

絡が発出されています。傷病により休業を余儀なくされた場合の傷病手当金の支給は、国保に加

入する被用者およびフリーランス、個人事業主などの切実な要求です。 

  ① 傷病手当金の支給について、新型コロナウイルス感染症対策の一環としての、時限的な措

置だけではなく、恒常的な施策として条例の改正を行ってください。 

  ② 被用者以外の者への支給について、財政支援するよう国・県へ要請してください。 

 

  ((77))  国国保保運運営営協協議議会会ににつついいてて  

  ① 委員を公募制にしてください。 

  ② 市民の意見が十分反映し、検討がされるよう運営の改善に努力してください。 

 

  ((88))  保保健健予予防防事事業業ににつついいてて  

  ① 特定健診の本人負担を無料にしてください。 

  ② ガン健診と特定健診が同時に受けられるようにしてください。 

  ③ 年間を通じて利用できるようにしてください。 

  ④ 個人情報の管理に留意してください。 

 

((99))  埼埼玉玉県県国国保保運運営営方方針針改改定定ににつついいてて  

見直し作業が行われている「埼玉県国保運営方針（2021～23年度）」について、保険税の

徴収猶予や減免および一部負担金の減免など加入者の負担軽減につながる項目を設けるよう、

埼玉県と県国保運営協議会に要請してください。 

 

２２．．  後後期期高高齢齢者者医医療療ににつついいてて  

 (1) 低所得(住民税非課税世帯など)の高齢者への見守り、健康状態の把握、治療の継続等支援す
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ること。 

 (2) 健康長寿事業を拡充してください。 

 (3) 特定健診、人間ドック、ガン健診、歯科健診を無料で実施してください。 

 

３３．．  地地域域のの医医療療提提供供体体制制ににつついいてて  

新型コロナウイルス感染症の拡による影響で、地域住民のいのちを守る保健・医療体制への期

待が高まっています。国や県が進める地域医療計画による再編・縮小に反対します。地域医療の

整備・拡充こそ必要です。 

(1) 医師・看護師など医療従事者の離職防止、確保と定着、増員が可能とする支援と対策を行っ

てください。 

(2) 地域の公立・公的病院、民間病院の拡充が必要です。国および県に対して、病院の再編・縮

小を目的とする方針の撤回を申し入れてください。 

 

２２．．  だだれれももがが安安心心ししてて介介護護ササーービビスス・・高高齢齢者者施施策策をを受受けけらられれるるたためめにに        

１１．．  介介護護保保険険料料をを引引きき下下げげててくくだだささいい。。  

 ((11))  １１号号被被保保険険者者のの介介護護保保険険料料をを引引きき下下げげててくくだだささいい。。  

   次期介護保険料改定の際には、介護保険料を引き下げてください。  

((22))  低低所所得得者者へへのの独独自自のの保保険険料料軽軽減減をを拡拡充充ししててくくだだささいい。。  

      統計不正問題で明らかなように、労働者、国民の所得が増えていません。低所得者が増大して

おり、保険料が引き上がる中では、独自の保険料軽減が必要です。非課税・低所得者、単身者へ

の保険料免除など大幅に軽減する減免制度の拡充を行なってください。 

 ((33))  介介護護保保険険料料のの滞滞納納者者へへのの制制裁裁措措置置はは行行ななわわなないいででくくだだささいい。。  

   所得が増えないなかでの、滞納制裁は滞納の抜本的解決にはなりません。制裁ではなく納付

の相談を保険料軽減含め対応してください。 

  

２２．．  高高齢齢者者がが在在宅宅でで暮暮ららすすたためめのの必必要要なな支支援援ををおおここななっっててくくだだささいい。。  

  (1) 認知症の方、認知症の方にかかわる方への支援を強化してください。 

  (2) 在宅生活を保障するための定期巡回 24時間サービスの拡充をはかってください。 

 

３３．．  特特別別養養護護老老人人ホホーームムななどどのの増増設設とと、、制制度度改改善善ををおおここななっっててくくだだささいい。。  

 ((11))  特特別別養養護護老老人人ホホーームムななどどをを増増設設ししててくくだだささいい。。  

   特別養護老人ホームの待機者が多数いること、高齢者人口が増える状況からも、引き続き特

別養護老人ホームや小規模多機能施設等福祉系サービスを増やしてください。 

 ((22))  低低所所得得者者ででもも入入所所ででききるるよようう国国にに要要望望ししててくくだだささいい。。  

   特別養護老人ホームなどの利用に頼らざるを得ない高齢者が、財政的困難を理由として施設

利用を断念することのないよう、低所得者でも入所できるような制度運用を国に要望してくだ

さい。 

 ((33))  要要介介護護 11･･22のの方方でで入入所所拒拒否否がが起起ここららなないいよようう、、厚厚労労省省通通知知をを徹徹底底ししててくくだだささいい。。  

   平成 29年 3月 29日厚労省老健局高齢者支援課長通知のとおり、要介護 1・2の方の特養入所
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２２．．  だだれれももがが安安心心ししてて介介護護ササーービビスス・・高高齢齢者者施施策策をを受受けけらられれるるたためめにに        
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 ((33))  要要介介護護 11･･22のの方方でで入入所所拒拒否否がが起起ここららなないいよようう、、厚厚労労省省通通知知をを徹徹底底ししててくくだだささいい。。  

   平成 29年 3月 29日厚労省老健局高齢者支援課長通知のとおり、要介護 1・2の方の特養入所
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判断において、入所希望者の要望や生活事情等に寄り添い、施設側が一方的に拒否しないでく

ださい。 

（（44））補補足足給給付付のの対対象象かからら外外れれたた入入所所者者ににつついいててはは、、施施設設利利用用がが継継続続ででききるるよようう、、事事業業者者のの「「激激変変

緩緩和和にによよるる配配慮慮措措置置」」任任せせににせせずず、、自自治治体体ととししてて必必要要なな対対策策をを講講じじててくくだだささいい。。ままたた、、外外れれたた利利

用用者者のの実実態態をを把把握握ししててくくだだささいい。。  

 

４４．．  利利用用料料のの減減免免制制度度のの拡拡充充をを行行っっててくくだだささいい。。  

   利用料の負担が、原則 1割に加えて「2割負担」「3割負担」が導入され、利用したくても利

用料負担が重くのしかかっています。利用しやすい軽減制度や低所得の方へ減免制度などの拡

充を行ってください。 

 

５５．．  訪訪問問・・通通所所介介護護のの総総合合事事業業はは、、現現行行相相当当ササーービビススをを確確保保すするるととととももにに、、ササーービビスス提提供供

事事業業所所のの確確保保とと運運営営へへのの支支援援をを行行ななっっててくくだだささいい。。  

(1) 総合事業においては専門家による支援体制を維持した現行相当サービスを確保し、利用者

の身体機能が低下しないようにしてください。  

(2) 介護従事者の処遇を維持・改善し、事業者の経営を安定させるため、介護予防・生活支援

サービスの単価については、訪問介護員（介護福祉士、初任者研修終了者などの有資格者）

が、サービスを提供した場合は、従来の額を保障してください。  

(3) 訪問・通所介護事業所の事業縮小・撤退が明らかになった際の、自治体の対応を教えてく

ださい。事業縮小・撤退のケースを教えてください。 

 

６６．．  介介護護労労働働者者のの人人材材確確保保とと良良質質なな介介護護ササーービビススのの提提供供をを保保障障ししててくくだだささいい。。  

  (1) 介護労働者の処遇改善について、独自の補助制度を設けるなど施策を講じてください。ま

た、国に対して介護報酬加算ではなく、一般財源による国の責任で処遇改善を図るよう要請

して下さい。 

  (2) 介護職種の技能実習制度活用は、慎重に対応してください。介護分野での技能実習制度お

よび特定技能実習制度の利用状況を把握してください。 

  (3) 介護労働者へのハラスメント防止策の徹底をおこなってください。 

    2020 年 6 月よりハラスメント防止策が事業主の義務となりました。自治体として防止対策

を支援する取り組みを行ってください。 

 

７７．．  居居宅宅介介護護支支援援事事業業所所へへののケケアアププラランン点点検検、、実実地地指指導導のの目目的的はは介介護護事事業業者者のの育育成成・・助助言言

でであありり、、介介護護報報酬酬返返還還をを前前提提ととししなないいででくくだだささいい。。ままたた、、生生活活援援助助のの利利用用回回数数がが多多いいケケアア

ププラランンのの事事前前届届けけ出出ににつついいてて、、利利用用自自粛粛をを促促すすここととののなないいよよううししててくくだだささいい。。  

  

８８．．  要要介介護護認認定定者者にに対対すするる「「障障害害者者控控除除」」認認定定ににつついいててはは、、認認定定基基準準をを明明確確ににしし、、市市民民やや

介介護護支支援援事事業業所所ななどどににもも広広報報しし、、適適用用者者のの利利用用促促進進をを図図っっててくくだだささいい。。  
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３３．．  障障害害者者のの人人権権ととくくららししをを守守るる                                        

１１．．  障障害害者者がが地地域域でで安安心心ししてて暮暮ららせせるるたためめにに、、予予算算措措置置ををししててくくだだささいい。。  

   生まれ育った地域で、安心して暮らせるためには、しっかりとした財政的なバックアップが

必要です。 

(1) 障害者地域生活支援拠点事業での具体的な取り組みを教えてください。 

 (2) 体制整備、基盤整備について、待機者を出さないために、障害福祉計画で具体化するととも

に、独自補助の予算化を進めてください。 

 (3) 入所の機能を持った施設、ショートステイを整備してください。整備、運営に対して独自補

助を推進してください。 

 (4) 当事者の声を反映する事業としてください。 

 

２２．．  障障害害者者のの暮暮ららししのの場場をを保保障障ししててくくだだささいい。。  

   障害者・家族の実態を把握して、整備計画をたて、行政として、補助をしていくことが求め

られています。 

 (1) 障害者入所支援施設、グループホームの２０年３月末現在の待機者を教えてください。 

 (2) 点在化している明日をも知れない老障介護（８０歳の親が５０歳の障害者を介護・９０歳の

親が６０歳の障害者を介護しているなど）家庭について、緊急に対応ができるように、行政とし

ての体制を整えてください。 

 

３３．．  重重度度心心身身障障害害者者等等のの福福祉祉医医療療制制度度をを拡拡充充ししててくくだだささいい。。  

   医療の助成は、命をつなげる大切な制度です。受診抑制にならないように充実させることが

必要です。 

 (1) 所得制限、年齢制限を撤廃すること。一部負担金等を導入しないでください。 

 (2) 医療費の現物給付の広域化を進めるために、近隣市町村・医師会等へ働きかけてください。 

 (3) 精神障害者は１級だけでなく２級まで対象としてください。また、急性期の精神科への入院

も補助の対象としてください。 

 

４４．．  障障害害者者生生活活ササポポーートト事事業業をを拡拡充充ししててくくだだささいい。。  

      利用者にとって、メニューが豊かな制度です。負担や時間制限がネックにならないことが大

切です。 

(1) 県単事業の障害者生活サポート事業を実施するにあたり、県との割合負担以外の自治体独

自の持ち出し金額を教えてください。 

(2) 利用時間の拡大など拡充してください。 

(3) 成人障害者への利用料軽減策を講じるなど、制度の改善を検討してください。 

(4) 県に対して補助増額や低所得者も利用できるよう要望してください。 

 

５５．．  福福祉祉タタククシシーー制制度度ななどどににつついいてて拡拡充充ししててくくだだささいい。。  

      移動の自由を保障する制度です。市町村事業になり、市町村格差が生まれています。 

(1)  初乗り料金の改定を受けて、配布枚数を増やしてください。利便性を図るため、１００円券
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（補助券）の検討を進めてください。 

(2)  福祉タクシー制度やガソリン代支給制度は３障害共通の外出や移動の手段として介助者付

き添いも含めて利用できること。また、制度の運用については所得制限や年齢制限などは導入

しないようにしてください。 

 (3) 地域間格差を是正するために近隣市町村と連携を図るとともに、県へ働きかけ、県の補助事

業として、復活することをめざすようにしてください。 

 

６６．．  災災害害対対策策のの対対応応をを工工夫夫ししててくくだだささいい。。  

   ここ数年、災害が頻繁に起きています。他の地域の教訓を生かして、災害種類毎のハザード

マップの普及も含め、事前にしっかりと対応していくことが求められています。 

 (1) 避難行動要支援者名簿の枠を拡大してください。家族がいても、希望する人は加えてくださ

い。登載者の避難経路、避難場所のバリアフリーを確認してください。 

 (2) 福祉避難所を整備し、直接福祉避難所に入れるように登録制など工夫してください。 

 (3) 避難所以外でも、避難生活（自宅、車中、他）している人に、救援物資が届くようにしてく

ださい。 

 (4) 災害時、在宅避難者への民間団体の訪問・支援を目的とした要支援者の名簿の開示を検討し

てください。 

 (5)  自然災害と感染症発生、また同時発生等の対策のための部署をつくって下さい。保健所の機

能を強化するための自治体の役割を明確にし、県・国に働きかけてください。 

 (6) 障害者のほか、介護を必要とする方や介護施設入居者など災害弱者に対して、関係部署が連

携して対応できるよう体制を整えてください。 

 

４４．．  子子どどももたたちちのの成成長長をを保保障障すするる子子育育てて支支援援ににつついいてて                                            

【【保保育育】】  
１１．．  公公立立保保育育所所又又はは認認可可保保育育所所のの拡拡充充でで、、待待機機児児童童をを解解消消ししててくくだだささいい。。  
  ((11))  待待機機児児童童のの実実態態をを教教ええててくくだだささいい。。  

  ① 潜在的な待機児童も含め希望したのに認可保育所に入れない待機児童数(4/1 時点)の実態

を教えてください。 

  ② 既存保育所の定員の弾力化（受け入れ児童の増員）を行なった場合は、年齢別の受け入れ児

童総数を教えてください。 

 ((22))  待待機機児児童童解解消消ののたためめにに、、公公立立保保育育所所又又はは認認可可保保育育所所をを増増設設ししててくくだだささいい。。  

  ① 待機児童解消のための対策は、公立保育所の維持と認可保育所の増設を基本に整備をすす

めてください。 

  ② 育成支援児童の受け入れ枠を増やして、補助金を増額し必要な支援が受けられる態勢を整

えてください。 

  ③ 認可外保育施設が認可施設に移行する計画の場合は、施設整備事業費を増額して認可保育

施設を増やしてください。 

 

２２．．  待待機機児児童童ををななくくすすたためめにに、、ままたた子子育育てて家家族族のの生生活活をを支支ええるる保保育育所所等等のの機機能能のの重重要要性性をを
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踏踏ままええてて、、そそのの職職責責のの重重ささにに見見合合っったた処処遇遇をを改改善善しし、、増増員員ししててくくだだささいい。。 
   待機児童を解消するためには、保育士の確保が必要です。保育士の離職防止も含めて、自治

体独自の保育士の処遇改善を実施してください。 
 
３３．．  保保育育・・幼幼児児教教育育のの「「無無償償化化」」にに伴伴っってて、、給給食食食食材材費費のの実実費費徴徴収収ななどどがが子子育育てて家家庭庭のの負負

担担増増ににななららなないいよよううににししててくくだだささいい。。 
   消費税は生活必需品に一律にかかる税で、所得が低い人ほど負担割合が高くなる特徴を持っ

た税制度であり、保育料が高額である 0 歳～2 歳児の世帯は消費税だけがのしかかることにな

ります。また、「無償化」により３歳児以降の給食食材料費（副食費）が保育料から切り離さ

れ、2019年 10月より「実費徴収」される事態になってしまいました。 

 (1) 子育て世帯の負担増にならないよう軽減措置を講じてください。 

 

４４．．  保保育育のの質質のの低低下下やや格格差差がが生生じじなないいよよううにに、、公公的的責責任任をを果果ししててくくだだささいい。。  
   すべての子どもが平等に保育され、成長・発達する権利が保障されなければなりません。そ

のためには国や自治体などの公の責任が必要不可欠です。この度の法改正で認可外保育施設は、

５年間は基準を満たさない施設も対象となります。自治体独自の基準を設けて厳格化し、安心

安全な保育が実施されなければならないと考えます。 

 (1) 研修の実施や立ち入り監査など、指導監督に努めてください。 

 (2) 保育所の統廃合や保育の市場化、育児休業取得による上の子の退園などで保育に格差が生じ

ないよう必要な支援を行なってください。 

 

【【学学童童】】  
５５．．  学学童童保保育育をを増増設設ししててくくだだささいい。。  

   学童保育の待機児童を解消し、必要とするすべての世帯が入所できるようにするために、ま

た「1支援の単位 40人以下」「児童 1人当たり 1.65 ㎡以上」の適正規模の学童保育で分離・分

割が図れるように予算を確保して援助して下さい。 

 

６６．．  学学童童保保育育指指導導員員をを確確保保しし、、処処遇遇改改善善をを行行っっててくくだだささいい。。  

   厚生労働省は学童保育指導員（放課後児童支援員）の処遇改善を進めるために「放課後児童

支援員等処遇改善等事業」「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」を施策化していま

すが、県内で申請している市町村は、「処遇改善等事業」で 40市町（63市町村中 63.5％）、「キ

ャリアアップ事業」で 27 市町（同 42.9％）にとどまっています。指導員の処遇を改善するた

め、両事業の普及に努めてください。 

 

７７．．  県県単単独独事事業業ににつついいてて  

県単独事業の「民営クラブ支援員加算」「同 運営費加算」について、「運営形態に関わらず、

常勤での複数配置に努める」（※「県ガイドライン」）立場から、公立公営地域も対象となるよ

うに改善してください。 
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踏踏ままええてて、、そそのの職職責責のの重重ささにに見見合合っったた処処遇遇をを改改善善しし、、増増員員ししててくくだだささいい。。 
   待機児童を解消するためには、保育士の確保が必要です。保育士の離職防止も含めて、自治

体独自の保育士の処遇改善を実施してください。 
 
３３．．  保保育育・・幼幼児児教教育育のの「「無無償償化化」」にに伴伴っってて、、給給食食食食材材費費のの実実費費徴徴収収ななどどがが子子育育てて家家庭庭のの負負

担担増増ににななららなないいよよううににししててくくだだささいい。。 
   消費税は生活必需品に一律にかかる税で、所得が低い人ほど負担割合が高くなる特徴を持っ

た税制度であり、保育料が高額である 0 歳～2 歳児の世帯は消費税だけがのしかかることにな

ります。また、「無償化」により３歳児以降の給食食材料費（副食費）が保育料から切り離さ

れ、2019年 10月より「実費徴収」される事態になってしまいました。 

 (1) 子育て世帯の負担増にならないよう軽減措置を講じてください。 

 

４４．．  保保育育のの質質のの低低下下やや格格差差がが生生じじなないいよよううにに、、公公的的責責任任をを果果ししててくくだだささいい。。  
   すべての子どもが平等に保育され、成長・発達する権利が保障されなければなりません。そ

のためには国や自治体などの公の責任が必要不可欠です。この度の法改正で認可外保育施設は、

５年間は基準を満たさない施設も対象となります。自治体独自の基準を設けて厳格化し、安心

安全な保育が実施されなければならないと考えます。 

 (1) 研修の実施や立ち入り監査など、指導監督に努めてください。 

 (2) 保育所の統廃合や保育の市場化、育児休業取得による上の子の退園などで保育に格差が生じ

ないよう必要な支援を行なってください。 

 

【【学学童童】】  
５５．．  学学童童保保育育をを増増設設ししててくくだだささいい。。  

   学童保育の待機児童を解消し、必要とするすべての世帯が入所できるようにするために、ま

た「1支援の単位 40人以下」「児童 1人当たり 1.65 ㎡以上」の適正規模の学童保育で分離・分

割が図れるように予算を確保して援助して下さい。 

 

６６．．  学学童童保保育育指指導導員員をを確確保保しし、、処処遇遇改改善善をを行行っっててくくだだささいい。。  

   厚生労働省は学童保育指導員（放課後児童支援員）の処遇改善を進めるために「放課後児童

支援員等処遇改善等事業」「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」を施策化していま

すが、県内で申請している市町村は、「処遇改善等事業」で 40市町（63市町村中 63.5％）、「キ

ャリアアップ事業」で 27 市町（同 42.9％）にとどまっています。指導員の処遇を改善するた

め、両事業の普及に努めてください。 

 

７７．．  県県単単独独事事業業ににつついいてて  

県単独事業の「民営クラブ支援員加算」「同 運営費加算」について、「運営形態に関わらず、

常勤での複数配置に努める」（※「県ガイドライン」）立場から、公立公営地域も対象となるよ

うに改善してください。 

 

 

9 
 

【【子子どどもも医医療療費費助助成成】】  

８８．．  子子どどもも医医療療費費助助成成制制度度のの対対象象をを「「1188歳歳年年度度末末」」ままでで拡拡大大ししててくくだだささいい。。  

   本来子ども医療費助成制度は国の制度とするべきであると考えます。また、埼玉県も制度を

拡充し、当面は中学 3年まで助成すべきであると考えています。 

 (1) 通院及び入院の子ども医療費無料化を「18歳年度末」まで拡充してください。すでに実施し

ている場合は、引きつづき継続してください。 

 (2) 国や県への要請を行なってください。 

 

５５．．  住住民民のの最最低低生生活活をを保保障障すするるたためめにに                                              

１． 生活保護の「しおり」を全ての自治体がカウンター上など目につく場所に置いて、市

民、町民の皆さんが自由に手に取り、生活保護制度を理解できるようにしてください。 

  生活保護制度は憲法第 25 条に基づく国民の権利です。しかし制度が知られていないた

めに誤解や偏見が生じ生活に困窮した場合でも、制度に行き着かないことや必要な他法

他施策が講じられないなどが生じています。生活保護制度への正しい理解で、必要な人

の制度利用が進められるようにしてください。 

 

２． 生活保護の申請者に対しては、直ちに申請書を交付し、受理してください。申請拒否

と疑われる行為のない対応をしてください。 

  「家族・親族に相談してから」「求職活動をやってから」「家があるから、車を保有して

いるから」など、水際作戦と疑われる対応がいまだに行われているところがあります。

制度の説明後には、直ちに申請の意思を確認し、申請書の交付、受理をしてください。

調査等は、申請受理後に行ってください。 

 

３． ケースワーカーを増員するとともに、専門職としての研修を充実させ、親切・丁寧な

対応ができるようにしてください。ケースワーカーの人数が標準数に達していない福

祉事務所が多くあります。業務が多忙なために、親切な対応も、被保護世帯の生活状況

の把握も適切に行われない場合が生じています。さらに、研修が不十分なために、申請

者や被保護者に適切なアドバイス等が行われないなど、不利益を与えることが往々に

生じています。ケースワーカーへの研修機会を増やすなど制度周知を徹底してくださ

い。 

 

４． 保護決定・変更通知書は扶助費のみの記載であり、内訳がなく分かりにくい事で、福

祉事務所としてもミスが起こる原因にもなっています。福祉事務所職員だけでなく保護

利用者本人も点検できるよう、加算や稼働収入の収入認定枠を設けて、誰が見てもわか

る内訳欄のある書式にしてください。 

 

５． 生活困窮者自立支援事業の充実をはかるとともに、地域の生活困窮者の状況を把握し、

生活保護の捕捉率の向上に努めてください。 

以上 
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市市町町村村長長  様様  
2020年度自治体要請キャラバン行動  

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症にに係係わわるる特特別別要要望望書書  
2020 年 6月 10日 

埼玉県社会保障推進協議会 

会長 柴田 泰彦 

 

【こちらの要望事項については、文書での回答は求めておりません。】 

 

国内外での新型コロナウイルス感染症の拡大とともに、各国経済への深刻な影響が強く懸

念されています。日本では昨年の消費税を 10％に引き上げ経済の落ち込みが激しい中で、

新型コロナウイルスの感染拡大による影響で、深刻な経済状況となっています。中小企業の

倒産、非正規労働者を中心に失業者の発生がはじまっています。 

 

このようなことから、新型コロナウイルス感染症に係わる社会保障分野における要望事項

を、下記のとおりまとめましたので、提出させていただきます。 

 

なお、この要望に対する文書による回答は求めておりません。 

要望事項についてご検討をいただき、コロナ感染防止等の取り組みに全力で取り組まれる

ようお願いします。 

 

11．．感感染染をを防防止止しし安安心心ししてて医医療療がが受受けけらられれるるたためめにに                              
市町村国保に加入している多くは、現役を退職して非正規雇用に従事しており、自営業等

の個人事業所の事業主・従業員です。緊急の事態も検討した保険料、一部負担金の減免措置

をはじめ、保険証の全世帯の発行は重要と考えています。 

 

１．  感染防止対策の徹底とともに、国民健康保険の緊急対策を行ってください。 

(1) 受診抑制による感染拡大を防止するために、国保の資格証明書は発行しないでく

ださい。 

  (2) 国保に傷病手当金の条例等制度整備を急いでください。給付の対象を限定するこ

となく、被用者及びフリーランス、個人事業主等を対象に実施してください。 

  (3) 国が示すコロナ感染の影響による収入減少となった場合の国保税減免が実施でき

るように条例等を整備して、対応を行ってください。 

  (4) 感染拡大による収入が減少していても、受診抑制とならないように、医療費自己

負担の軽減を行ってください。 

 

２． 保健予防事業について 

    保健師を増員して、住民の健康づくり・保健予防活動の推進をはかってください。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を行ってください。 

 

３． 地域の医療提供体制について 
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市市町町村村長長  様様  
2020年度自治体要請キャラバン行動  

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症にに係係わわるる特特別別要要望望書書  
2020年 6月 10日 

埼玉県社会保障推進協議会 

会長 柴田 泰彦 

 

【こちらの要望事項については、文書での回答は求めておりません。】 

 

国内外での新型コロナウイルス感染症の拡大とともに、各国経済への深刻な影響が強く懸

念されています。日本では昨年の消費税を 10％に引き上げ経済の落ち込みが激しい中で、

新型コロナウイルスの感染拡大による影響で、深刻な経済状況となっています。中小企業の

倒産、非正規労働者を中心に失業者の発生がはじまっています。 

 

このようなことから、新型コロナウイルス感染症に係わる社会保障分野における要望事項

を、下記のとおりまとめましたので、提出させていただきます。 

 

なお、この要望に対する文書による回答は求めておりません。 

要望事項についてご検討をいただき、コロナ感染防止等の取り組みに全力で取り組まれる

ようお願いします。 

 

11．．感感染染をを防防止止しし安安心心ししてて医医療療がが受受けけらられれるるたためめにに                              
市町村国保に加入している多くは、現役を退職して非正規雇用に従事しており、自営業等

の個人事業所の事業主・従業員です。緊急の事態も検討した保険料、一部負担金の減免措置

をはじめ、保険証の全世帯の発行は重要と考えています。 

 

１．  感染防止対策の徹底とともに、国民健康保険の緊急対策を行ってください。 

(1) 受診抑制による感染拡大を防止するために、国保の資格証明書は発行しないでく

ださい。 

  (2) 国保に傷病手当金の条例等制度整備を急いでください。給付の対象を限定するこ

となく、被用者及びフリーランス、個人事業主等を対象に実施してください。 

  (3) 国が示すコロナ感染の影響による収入減少となった場合の国保税減免が実施でき

るように条例等を整備して、対応を行ってください。 

  (4) 感染拡大による収入が減少していても、受診抑制とならないように、医療費自己

負担の軽減を行ってください。 

 

２． 保健予防事業について 

    保健師を増員して、住民の健康づくり・保健予防活動の推進をはかってください。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を行ってください。 

 

３． 地域の医療提供体制について 

2 

 

新型コロナウイルス感染対策において、地域住民のいのちを守る県内の保健・医療

体制についての不安があり、その整備・拡充が急がれます。 

 

  (1) 患者・医療従事者への PCR 検査などの診断体制を強化し、入院ベッドや収容施設

の確保など医療提供体制を早急に確立してください。 

  (2) 新型コロナウイルス感染症による影響で経営悪化が進んだ医療機関に対する助成

や経営支援策を直ちに行ってください。 

(3) 各医療機関が必要とする衛生資材などを提供する対策を強めてください。 

(4) コロナ感染等の相談などを第一線で担う保健所・保健センターなどの人員体制を

強化してください。 

 

２２．．  感感染染防防止止でで安安心心のの介介護護、、高高齢齢者者施施策策をを                                  

   新型コロナウイルス感染防止対策の徹底、介護崩壊・介護難民を生じさせないため、

介護保険制度の利用維持確保をおこなってください。 

１． 介護保険のサービス利用が維持できるよう対応を強めてください。  

(1) 新型コロナウイルス感染の不安や自粛によって、介護申請や介護保険利用を手控

えた方々と家族の実情把握をおこない、支援策を講じてください。 

(2) 介護保険料と利用料の減免制度の要件緩和、適用者の拡大と周知を行い、制度利用

の抑制が起きないようにしてください。 

  

２． 介護事業所における新型コロナウイルス感染防止対策を支援してください。 

(1) 介護サービスを安心して利用できるように、介護従事者も最優先でPCR検査を行な

ってください。 

(2) マスク・消毒液など衛生材料が不足している介護事業所に安定的に供給する体制

をとり、自治体の備品の供出などの方法も講じてください。 

(3) 感染防止策にかかる経費は自治体が補償し、感染防止を徹底してください。 

(4) 介護事業における利用者・従事者の感染発生時の具体策（入院、収容施設の案内な

ど）を早急に周知してください。 

 

３． 利用者減少による経営悪化で事業縮小や事業廃止とならないよう、すみやかに経営

支援策を講じてください。介護事業者の財政的支援について、国の責任ある財政処置

と埼玉県の独自支援の拡充を要請してください。 

  

４． 介護・福祉事業を維持するための人材確保を支援してください。 

(1) 給付金（人材確保、支援促進手当）など独自の上乗せを含めた処遇改善などで介護

従事者を支援してください。 

(2) 新型コロナウイルス感染症による職員の休業については、最低でも労基法で保障

されている６割の休業補償が行われるよう、事業所への指導を徹底し、制度利用がで

きるよう周知してください。また、職員への不当な差別やハラスメントが起きないよ

う指導してください。 
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３３．．  障障害害者者のの人人権権ととくくららししをを守守るる                                        

障害福祉事業所と利用者に対する新型コロナウイルス感染防止対策の徹底等をおこ

なってください。 

 １． 就労系事業所のみならず、生活介護、地域活動支援センターなどが行う在宅支援に

ついても、報酬の柔軟な運用が出来るようにしてください。また、自宅にいる人に対

して、行政としても支援の体制をとってください。 

 

 ２． アルコール消毒、マスクなど衛生用品を事業所に配布してください。安定供給にす

るための手立てを取ってください。 

 

 ３． 利用者・職員に感染者が出た場合や疑いが出た場合には、ＰＣＲ検査を徹底し、自

宅での経過観察ではなく、入院できる体制を確保してください。事業所と連携、協議

しながら、広い場所の確保や人的な支援など可能限りの援助体制を行ってください。 

 

 ４． 医療体制の不備から、感染の恐怖から退職するケースがあります。それでなくても

職員不足は、常態化しています。行政としても市町村内事業所へ求人についての情報

共有を行い、有効な手立てをとってください。 

 

４４．．  感感染染かからら子子どどももたたちちをを守守りり、、保保育育事事業業をを継継続続すするるたためめにに                                            

新型コロナウイルス感染症拡大に対し、困難な中で保育を続けている保育所、学童保

育等への支援を本格的に強化してください。 
１． 現時点でも、保育所、学童保育等では、マスク・消毒薬などが不足しているので、

現物を迅速に提供するなどの措置を即時実施してください。 

 

２. 保育所・学童保育等関係者の PCR 検査等を速やかに実施するほか、保健所などの行

政の公衆衛生部門において保育所等の相談に即応し、支援する体制をつくってくださ

い。 

 

３． 保育所等によっては、土曜日保育や子育て支援にかかわる諸補助事業が実施できな

くなったり、規模縮小を迫られたりしている場合があるが、そうした場合にも、公定価

格や補助金を減額しないでください。 

 

５５．．  住住民民のの最最低低生生活活をを保保障障すするるたためめにに                                              

１． 新型コロナウイルス感染拡大による失業や収入の減少などにより、生計の困難を抱

える方が数多く生まれています。生活保護制度の周知などを積極的に取り組むとともに、

迅速な申請対応や制度活用を可能とする相談体制を強めてください。 

 

２． 宿泊場所を失うケースが出てきています。緊急の宿泊施設を県や周辺自治体と協力

して確保してください。また、感染リスクが高い劣悪な住環境である「貧困ビジネス」

と称されるような事業者の施設に押し込めるような対応は行わないでください。 

以上 
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